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Ⅶ 社会基盤分野 



 

１．状況認識 

 

社会基盤分野は、防災、テロ対策・治安対策、都市再生・生活環境、ストックマネジメント、

国土の管理・保全、交通・輸送システム、ユニバーサルデザイン、防衛技術等、国民生活を支え

る基盤的分野であり、豊かで安全・安心、快適な社会を実現するために、社会の抱えているリス

クを軽減する研究開発や国民の利便性を向上させ、質の高い生活を実現するための研究開発を推

進する。 
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（１）第２期科学技術基本計画の総括 

第２期科学技術基本計画の期間において、社会基盤分野は、安全の構築、国土再生とQuality 

of Life、国際協力の３点を重点化戦略の視点として、「安全の構築」、「美しい日本の再生

と質の高い生活の基盤創成」を重点領域として取り組んできた。その結果、防災科学技術、交

通安全対策、テロ対策、航空技術の向上などにおいて一定の進展が見られた。一方、自然と共

生した美しい生活空間の再構築、流域水循環系健全化・総合水管理などは、重点領域の項目と

して設定されていたが、関係した施策は環境分野に位置づけられて推進されてきた。 

第２期基本計画の期間における社会基盤分野の予算は、変動の大きい防衛関係予算を除くと、

平均して約２％／年減少しており、科学技術関係予算全体の配分が重点４分野へシフトした結

果と言える。ただし、重点４分野の環境分野やナノテクノロジー・材料分野に密接に関連する

施策がそれらの分野に位置づけられた影響も含まれている。 

社会基盤分野の科学技術は社会的課題の解決を目的として、さまざまな科学技術のすり合わ

せ・統合を主体とした研究開発であることが多い。国民生活に不可欠な基盤整備に直結した研

究開発に取り組んできており、例えば我が国の防災科学技術が変わらず世界最高水準を維持す

るなど着実な進展があった。 

課題解決のための研究開発は、極めて広い範囲の科学技術を必要とする。社会基盤分野の科

学技術は、情報通信、環境、エネルギー、フロンティア、ライフサイエンス等の分野の最先端

の科学技術をすり合わせ・統合し、高度化して発展してきた。また、社会的な課題の解決に適

用するために人文・社会科学も含めた統合的な社会的技術の研究開発が必要となる。社会基盤

分野の研究開発現場は、課題解決を通して国民へ成果を還元するフィールドを提供するもので

あり、そこに他分野の要素技術等を適用していくことで、それらの分野の新たな進展に寄与す

ることも期待される。これらのことから、分野間連携をさらに促進することが必要である。 

第２期基本計画期間中の成果と国際的な技術レベルは、以下のとおり整理できる。 

地理的・地質的・気候的に自然災害が多発する地域に位置している我が国は、世界最高水準

の防災科学技術を保持してきた。全国的な地震動予測地図を目標どおり完成し、首都直下の複

雑なプレート構造の一部が明らかになるなど、研究開発に大きな進展が見られた。さらに、世

界最大の大規模振動台が完成し、これを活用した耐震化技術等の飛躍的な向上ならびに世界に

門戸を開いた施設として国際的な連携が期待される。 

 



 

また、国際的なテロや治安の悪化により、安全・安心に対する国民のニーズが強まる中、テロ

対策・治安対策のための基盤整備、例えば空港・港湾における入出国管理システム（ＡＰＩＳ

（事前旅客情報システム）、バイオメトリックス導入など）の強化、ＤＮＡ鑑定、爆弾検知技

術の研究開発などに一定の進展が見られたが、国土安全保障省（ＤＨＳ）が新設されて国家的

取組を行っている米国は、テロ対策において世界をリードしている。 5 
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ＩＴＳ（高度道路交通システム）に関しては、カーナビ、ＶＩＣＳ（道路交通情報通信シス

テム）、ＥＴＣ（ノンストップ自動料金支払いシステム）が普及した。今後は多様なサービス

を一台の車載器で利用出来る車内環境の実現等、さらなる技術開発が期待される。なお、海上

交通については、環境負荷低減、大気汚染・海洋汚染防止の観点から、環境分野に位置づけら

れ推進された。 

航空機分野においては、これまで先端的な要素技術開発等により基盤技術力を強化してきたが、

今後更なる発展を遂げるため、我が国が強みを有するこれら要素技術の維持・強化を図るとと

もに、我が国主導による航空機・エンジン開発の実現に向けた技術開発が開始された。 

 

（２）当該分野に係わる諸情勢の変化 

国民の安全・安心に対する関心は、第２期基本計画の当初に比べ大きく増した。これを受け

て、総合科学技術会議では「安全に資する科学技術推進プロジェクトチーム」を立ち上げ、分

野横断的に議論を進めてきたところであり、殊に国民生活と直結した課題の解決が求められる

社会基盤分野においては、第３期基本計画期間に安全の確保に関する研究開発を積極的に推進

する必要がある。 

安全に関する科学技術については、米国同時多発テロ(2001)の発生と世界的なテロ対策への

取組の強化などの情勢により、防災や交通安全等に加えて、特にテロ対策、犯罪対策、危機管

理等についての取組をさらに強化することが必要になっている。 

防災科学技術への期待は継続して高い。阪神・淡路大震災以降整備が進んだ地震観測システ

ムも１０年を経過して更新時期に差しかかっており、このシステムを今後も維持・整備・拡充

していくことが課題となっている。首都直下地震、東海・東南海・南海地震、宮城県沖地震な

どのほか、活断層で発生する地震への対応が喫緊の課題となっており、これらの地震の高精度

予測とともに、被害を未然に防止する従来の防災技術に加え、災害発生に備えた耐震設計・補

強等の減災技術が重視されるようになってきた。また、スマトラ島沖大地震とそれにともなう

インド洋大津波のような国際的な大規模災害に対して、日本の貢献が求められている。さらに、

台風、豪雨、渇水などに対する、科学技術を活用した防災対策の高度化が望まれている。 

交通では、ＪＲ西日本福知山線列車脱線事故等に見られるようにヒューマンファクターに着

目した安全対策の必要性が顕在化した。また、公共交通機関の経営の効率化の中での安全確保

や高齢化社会への対応等の面で新たな取組が必要となっている。航空技術に関しては、運航に

おいては輸送量の増加を安全に効率的に推進する衛星航法技術やデータ通信の早急な取組が

求められるとともに、多様化する国民の航空輸送ニーズに対応できる航空機および航空エンジ

 



 

ンを我が国主導で開発する必要がある。 

1950 年代以降、我が国の社会資本は増え続け、現在国民の生活を維持する社会基盤のほと

んどはこの半世紀の間に整備されてきた。特に高度経済成長期に大量建設された社会資本等に

ついては、近々大更新時代を迎えることとなる。また我が国は 2005 年より人口減少社会に入

るなど、世界中のどの国も経験したことのない継続的な人口減少と急速な少子・高齢化の時代

を迎えつつある。少子高齢化による人口の年齢構成の変化等も踏まえて、社会基盤整備に係る

施策での対応が期待されるとともに、科学技術における取組として、社会基盤の機能を適切に

保持しつつ再生する技術等に重点をおく必要がある。 
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社会基盤分野の科学技術は、基礎的な科学技術に比べて、課題解決により近い分野であるの

で、政策目標に沿って社会基盤分野で推進していくべき課題が選定される。ただし、社会基盤

分野では、他分野との連携が広く必要であること、また、社会基盤分野が扱うフィールドは、

国民生活の安全、環境、空間の美しさなど多面的な価値を持ち、単一の視点、単一の課題だけ

に閉じて解決を図ることは適切でないと考えられる。このように、広い視野を持ちつつ、国の

存立にとって基盤的であり国として取り組むことが不可欠な課題を重視し、政策目標の実現に

向けた重要な研究開発課題を、次章のように選定する。 

 

（３）当該分野の将来的な波及効果の客観評価 

科学技術政策研究所のデルファイ調査報告書によると、政府関与の必要性、研究開発水準が

高く総合インパクト（寄与度）が高い研究領域として、防災技術の領域がある。 

社会基盤分野との関連性が高いもののデルファイ調査では製造分野に位置づけられた社会

インフラ関連高度製造技術、環境分野の都市レベルの環境・環境災害・水資源、フロンティア

分野の安全・安心社会の宇宙・海洋・地球技術、情報分野のセキュリティエレクトロニクスに

ついても政府関与の必要性、研究開発水準、総合インパクト（寄与度）が高い研究領域である。 

  

 

２．重要な研究開発課題 

 

（１）重要な研究開発課題の絞り込み 

社会基盤は多くの研究領域で構成されており、以下に領域別にデルファイ調査などによる将

来的な波及効果、我が国の国際的な科学技術の位置・水準、政策目標への貢献度、官民の役割

から絞り込まれた重要な研究開発課題を示す。（別紙Ⅶ－１「重要な研究開発課題の体系」参

照） 

 

 ＜防災＞ 

防災に対する社会ニーズは強く、総じて研究開発の重要性、政府の関与の必要性が高いと

されている。地震調査研究、耐震建造物の構築技術、降雨の短時間予測等は、我が国が研究

 



 

開発において世界最高水準にあり、これらのことから今後も、地震、津波、火山、風水害、

雪害等に対する減災に重点を置いた防災に向けて、次の研究開発課題が重要である。 

○ 地震観測・監視・予測等の調査研究 

○ 地質調査研究 
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○ 耐震化や災害対応・復旧・復興計画の高度化等の被害軽減技術 

○ 火山噴火予測技術 

○ 風水害・土砂災害・雪害等観測・予測および被害軽減技術 

 

さらに、防災における衛星等による観測・監視、警報・情報伝達技術は公共性が高く、国

が主導して推進すべきであるので、次の重要な研究開発課題を選定する。 

○ 衛星等による自然災害観測・監視技術 

○ 災害発生時の監視・警報・情報伝達および被害予測技術 

 

また、災害に強い社会の形成には、自助・共助の取組が重要であるが、国が取り組むべき

研究開発課題として重要度の高いものを選定する。加えて、その他の災害に対する減災技術

等で重要度の高い研究開発課題を選定する。 

○ 救助等の初動対処、応急対策技術 

○ 災害に強い社会の形成に役立つ研究 

○ 施設等における安全確保・事故軽減等の技術 

 

 ＜テロ対策・治安対策＞ 

国土や社会の安全確保において、各種テロや犯罪の防止・抑止に対する社会ニーズは強く、

デルファイ調査において政府関与の必要性や技術レベルの高いセキュリティエレクトロニ

クスを活用しつつ、市場が限定されることも踏まえて公共性の観点から国が積極的に取り組

む必要のある研究開発課題は次の通り。 

○ 有害危険物質の探知・処理技術 

○ 不法侵入を防ぐ探知技術開発 

○ 被害軽減のための脆弱性把握及び予測技術 

○ 犯罪防止・捜査支援技術 

 

 ＜都市再生・生活環境＞ 

国土や社会の安全確保において、都市再生や生活環境の改善の社会ニーズは強く、デルフ

ァイ調査において政府関与の必要性や技術水準の高い都市の環境技術を活用しつつ、公共性

の観点から国が積極的に取り組む必要のある研究開発課題は次の通り。 

○ ヒートアイランド問題の解消 

○ 社会変化に適応した都市構造の再構築 

 



 

○ 輸送機器・住宅の低コストな省エネルギー化 

○ 省エネルギー型の都市の構築 

○ 資源・環境の保全を含む地域マネジメントシステムの開発 
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 ＜ストックマネジメント＞ 

国土や社会の安全確保において、高度経済成長期に大量に建設された社会資本等の老朽化

が急速に進むなか、社会基盤の機能を確保しつつ適切に維持管理・更新する技術に対する社

会ニーズは強く、公共性の観点から国が積極的に取り組む必要のある研究開発課題は次の通

り。 

○ 社会資本・建築物の維持・更新の最適化 

○ 快適で安全な生活空間の形成 

○ 省資源で廃棄物の少ない循環型社会の構築 

 

 ＜国土の管理・保全＞ 

環境と調和する社会の実現において、国土の管理・保全という観点からも生態系・水循環・

土砂管理に関する取組の社会ニーズは強く、公共性の高いことを踏まえて国が積極的に取り

組む必要のある研究開発課題は次の通り。 

○ 国土の保全と土砂収支 

○ 水循環・物質循環の総合的なマネジメント 

○ 健全な生態系の保全・再生 

○ 国土の将来の姿の予測・適応 

 

 ＜交通・輸送システム＞ 

社会の安全確保において、依然として交通事故による多くの死傷者が生じていることから、

鉄道等の公共交通も含めた交通輸送システムの安全性の確保には社会の強いニーズがある。

さらに、世界トップレベルの情報通信技術を活用した交通システムの競争力の維持・向上と

ともに、高度な物流ニーズへの対応等も求められている。公共性の観点から国として以下の

課題に取り組む必要がある。 

○ 交通・輸送システムの安全性・信頼性の向上 

○ ヒューマンエラーによる事故の防止 

○ 地域における移動しやすい交通システムの構築 

○ 陸・海・空の物流のシームレス化 

 

航空技術については、高速輸送を可能とし、大量運航によって社会生活を支えているのみ

ならず、産業政策上、安全保障上も重要な役割を担っており、諸外国と同様に研究開発リス

クを国が負担しつつ、国民の航空輸送ニーズの多様化に応え、安全や環境問題に配慮した技

 



 

術開発に取り組む必要がある。特に、我が国主導で航空機およびエンジンをインテグレーシ

ョンできる技術を向上させるとともに、中長期的に技術を育成するために国として以下の課

題に取り組む必要がある。 

○ 航空機・エンジンの全機インテグレーション技術 
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○ 超音速航空機技術 

○ 近距離型航空機技術 

○ 航空機関連先進要素技術 

 

なお、大量交通輸送機関の大気汚染や海洋汚染については、エネルギー・環境分野と連携

し、国の関与が必要な以下の課題に取り組む必要がある。 

○ 船舶による大気汚染・海洋汚染の防止 

○ 高度環境適合航空機技術 

 

 ＜ユニバーサルデザイン＞ 

少子高齢化社会において、誰もが元気に暮らせる社会を実現しなければならないという社

会の強いニーズがあり、公共性の観点から以下の課題に国として取り組む必要がある。 

○ ユニバーサルデザインの推進・普及 

○ 誰もが元気に安心して暮らせる社会の実現 

○ あらゆる場所で、あらゆる人の多様な活動を支援する基盤づくり 

○ 多面的機能を考慮した農山漁村における生活基盤の整備手法の開発 

  

（２）研究開発目標と成果目標 

 以上の４０の重要な研究開発課題について、計画期間中に目指す研究開発目標（科学技術面

での成果）及び最終的に達成を目指す研究開発目標、並びに、社会・国民に対してもたらされ

る成果（アウトカム）に着目した目標（成果目標）を別紙Ⅶ－２のとおり定める。また、第３

期科学技術基本計画の３つの理念の下での政策目標の実現に向けて、より具体的に定めた個別

政策目標は「第３期科学技術基本計画の政策目標の体系図」のとおりであるが、個々の重要な

研究開発課題が、どの個別政策目標の達成に向かっているかについては、別紙Ⅶ－２の重要な

研究開発課題名の欄に、個別政策目標の該当番号を付記することで明確化している。 

 これらにより、（イ）何を目指して政府研究開発投資を行っているのか、どこまで政策目標

の実現に近づいているかなど、国民に対する説明責任を強化するとともに、（ロ）個別施策や

プロジェクトに対して具体的な指針や評価軸を与え、社会・国民への成果還元の効果的な実現

に寄与することとなる。

 



 

３．戦略重点科学技術  

 

（１）選択と集中の戦略理念 

社会基盤分野の戦略重点科学技術は、以下の２つの戦略理念に沿った技術をそれぞれ２つ選

定する。（別紙Ⅶ－３「戦略重点科学技術の体系」参照） 5 
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（戦略理念１） 

地理的・地質的・気候的に自然災害が多発する我が国において、国民の安全を確保するため

には、「減災対策」として、特に人的・物的被害をもたらす要因そのものを抑える対策と災害

発生後の迅速な救命・救助に重点をおく必要がある。これらの減災対策技術に集中投資して、

災害による死者数、経済被害額を大幅に削減し、世界一安全な国・日本の実現を目指す。 

（戦略重点科学技術） 

  ① 減災を目指した国土の監視・管理技術 

  ② 現場活動を支援し人命救助や被害拡大を阻止する新技術 

 

（戦略理念２） 

高度経済成長期に大量に建設された社会資本等の老朽化が進み、大更新時代を迎えつつある。

また、2005 年より人口減少するなど少子高齢化が急速に進んでいる。このようなことを踏ま

え、社会基盤の機能を適切に保持し、再生する技術に集中投資し、我が国が世界で初めて直面

する緊急課題に対応した社会の形成を図る。 

（戦略重点科学技術） 

  ③ 大更新時代・少子高齢化社会に対応した社会資本・都市の再生技術 

  ④ 新たな社会に適応する交通・輸送システム新技術 

 

（２）戦略重点科学技術の選定理由と技術の範囲 

各戦略重点科学技術に含まれる個別技術ごとに、その選定理由と技術の範囲を示す。 

 

  ① 減災を目指した国土の監視・管理技術 

  ○ 高機能高精度地震観測技術 

（選定理由）首都直下地震、東南海・南海地震や宮城県沖地震、活断層型地震等、様々な

形態の地震発生が予想されており、減災のためには、地殻活動の観測の高度化等による

地震発生メカニズムの理解促進が不可欠であり、既存の観測機器の高度化も含めて重点

化して推進する。 

（技術の範囲）地殻構造調査や地震観測・データ処理において新たな手法・機器を活用し

て従来より高機能高精度が可能となる技術であり、自然地震観測による地殻構造調査、

海底地震観測、ＧＰＳ連続観測等の観測技術開発と整備に係わるもの。 

 



 

 

  ○ 災害監視衛星利用技術 

（選定理由）大規模自然災害に対し広域性、同報性、耐災害性を有する衛星による自律的

な災害監視や危機管理情報の利用は、減災対策において非常に有効な手段のひとつであ

ることから、これを促進する必要があり、重点化して推進する。 5 
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（技術の範囲）衛星による災害監視・情報利用技術および準天頂衛星を利用した高度測位

実験システム。 

 

  ○ 効果早期発現減災技術 

（選定理由）自然災害・事故の減災対策はこれまでも進められてきたが、耐震化対策が必

ずしも十分進んでいないなどの理由の一つに、対策に膨大な費用がかかることが挙げら

れる。従って、新たな手法や技術によって従来より少ない費用で効果的に減災対策を実

現することが早急に求められており、特に重点的に進める必要がある。  

（技術の範囲）従来とは異なる新たな手法・技術を活用し、少ない費用で減災対策を実現

できる技術において、耐震性・脆弱点を経済的に評価、補修・補強、応急復旧、強化復

興する低コスト化技術、特に未解明の長周期振動への対応やロボットによる施工システ

ムを含む。さらに、シミュレーション技術を活用して被害拡大を抑制するとともに、少

ない費用で減災の効果を発現させるもの、および減災対策の有効性評価のための実大破

壊実験と破壊シミュレーション技術開発。 

 

   ○ 国土保全総合管理技術 

（選定理由）地球温暖化に伴う海面上昇や気候変動等の環境変化がこれまでの想定を超え

る災害事象をもたらすことが懸念されている。また、長い海岸線を有する我が国におい

て、海岸侵食の防止は減災の観点から特に重要なテーマであるが、個別対処的な取組で

は解決できない課題であり、総合的な土砂収支の適正化を図る必要がある。これらの課

題は、国土保全の観点から減災を目指すうえで、極めて重要な課題であり、戦略重点科

学技術として積極的に進める必要がある。 

（技術の範囲）気候変動等の変化が防災面に与えるインパクトを予測・評価する技術、国

土を適正に保全するための流砂系全体の土砂動態予測技術、土砂対策およびそれが流砂

系全体に及ぼす影響を評価する技術、工事発生土や浚渫土を有効利用する技術。 

   

   ○ 社会科学融合減災技術 

（選定理由）自助・共助を基本とした減災対策において、開発した減災技術が有効に活用

されるためには、社会科学分野の取組との融合が不可欠である。これまでもその重要性

は指摘されながらも十分な取組が不足しており、戦略重点化して積極的な推進が必要で

ある。  

 



 

（技術の範囲）地域の自助・共助力の向上のために、社会基盤の脆弱性を把握し、相互依

存性を評価するとともに、危険度を周知する技術。災害時の行政、企業、交通輸送等の

事業の継続能力確保する技術。 
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  ② 現場活動を支援し人命救助や被害拡大を阻止する新技術 

   ○ 災害現場救援力増強技術 

（選定理由）災害発生時においては、現場での救助活動及び人・物流の代替ルート確保を

いかに迅速に効率的に行うかが、人的・社会経済的被害軽減の鍵であり、被害の拡大防

止にも繋がることから、最新の技術を活用して災害現場の第1対応者等の活動を支援す

る技術に重点化する必要がある。  

（技術の範囲）災害現場の第１対応者の活動および社会経済活動の復旧に必要な情報収

集・提供を行う技術において、新技術を活用した次世代型消防装備・資機材、災害情報

の一元的な管理・提供技術、効果的な活動を可能とする様々な建築物での火災挙動予測

技術、緊急・代替輸送支援システム。 

 

   ○ 有害危険物現場検知技術 

（選定理由）テロ対策において、有害危険物を事前に現場で速やかに検知してテロを未然

に防ぐことが重要である。わが国は物質を検知する基盤的な技術を有しており、これら

を発展させて世界に先駆けて実用化を行うことは、テロ対策の推進のみならず、世界標

準を主導することにも貢献することから戦略重点化して積極的に推進する。 

（技術の範囲）爆発物や生物剤、化学剤の有無を交通機関の手荷物検査・旅客検査も含む

現場で速やかに探知する技術。 

 

   ○ 社会防犯力増強技術 

（選定理由）犯罪の少ない安全な社会の実現は国民にとって最も身近なニーズであるが、

限られた人的資源の中でそれを実現していくためには科学技術の活用が不可欠である。

そのため、最新の技術を活用して、犯罪防止・捜査支援・鑑定など実際に現場で活用可

能な技術・システムの開発を重点化して推進する。  

（技術の範囲）犯罪防止・捜査支援・鑑定のために先進的な技術を活用したものであり、

行動科学による犯罪防止・捜査支援、３次元顔画像個人識別、ＤＮＡプロファイリング、

毒物や微細証拠鑑定のための物質同定技術や子供の安全を守る技術。 

 

  ③ 大更新時代・少子高齢化社会に対応した社会資本・都市の再生技術 

   ○ 社会資本管理革新技術 

（選定理由）高度経済成長期に大量に建設された社会資本等の老朽化が急速に進むなか、

社会基盤の機能確保のための対策や急増する維持管理・更新費への対応が喫緊の課題と

 



 

なっており、戦略重点科学技術として積極的に進める必要がある。 

（技術の範囲）社会資本・建築物の維持・更新を最適化するための技術。具体的には、非

破壊検査やセンサー技術等を活用した高度な点検・診断技術、劣化予測技術、健全度評

価・管理技術及び短繊維混入コンクリート等の新技術を活用した現場適用技術や最適な

補修工法の選定・高度化技術。 5 
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   ○ 都市環境再生技術 

（選定理由）2005年より人口減少に転じ、少子高齢化が進むなか、スラム化を防ぎ、持続

可能で活力があり、安全で良好な地域環境を確保することは多くの国民に係る重要な課

題であり、戦略重点科学技術として積極的に進める必要がある。 

（技術の範囲）少子高齢化・人口減少社会において、持続可能で活力ある安全な地域社会

を形成するため、都市環境・住環境の再生・改善を図る技術。具体的には、人口減少が

都市活動に与えるインパクトを予測し効果的・効率的な土地利用や都市交通等の都市施

設計画を立案・評価する手法、既存ストックを有効活用するための建築物の用途転換・

再生活用手法、郊外住宅地の再生・再編手法、都市・建築物内の安全度評価技術。 

 

  ④ 新たな社会に適応する交通・輸送システム新技術 

   ○ 交通・輸送予防安全新技術 

（選定理由）国民の身近な足としての交通・輸送機関の安全性・信頼性の回復は喫緊の課

題であり、今後の航空交通の需要増加や交通機関のオペレータのヒューマンファクター、

車両運転者の「発見」「判断」「操作」に配慮して、予防安全を徹底するための新たな

技術の活用を重点化して推進する必要がある。 

（技術の範囲）公共交通機関における正常な運航状態からの逸脱の検出・早期復帰技術な

らびに航空機の安全高密度運航を可能とする４次元（位置＋時間）の交通管理等を含む

ＩＴ技術の活用による航空交通管理技術、小型航空機管制技術、運転者から直接見えな

い範囲の交通事象の情報提供、注意喚起、警告等を行う技術、心理学･人間工学を活用し

たヒューマンエラー分析による道路交通安全対策技術。 

 

   ○ 新需要対応航空機国産技術 

（選定理由）我が国の地方と都市や海外の都市への移動のニーズの多様化に対応するため

に、これまでのわが国の国際共同開発の実績をベースに日本特有の国産技術の確保が不

可欠である。今後国内外の需要増が予想される小型航空機の全機インテグレーション技

術ならびにそれを支える要素技術の向上、さらに中長期的な視点で将来の高速化ニーズ

に対応するためこの５年間で技術力を誇示する必要のある技術を戦略重点化する。 

（技術の範囲）新たな需要に対応した航空機・エンジン実現を可能とする全機インテグレ

ーション技術、静粛超音速研究機の研究開発、比較優位を維持・向上する複合材創製・

 



 

加工技術。 

 

（３）国家基幹技術 

「国家基幹技術」は、国家的な目標と長期戦略の下に、国家的な大規模プロジェクトとして

取り組むものであり、基本計画期間中に集中的に投資すべき基幹技術である。 5 
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地球規模の環境問題や大規模自然災害等の脅威に自律的に対応するとともに、エネルギー安

全保障を含む我が国の総合的な安全保障や国民の安全・安心を実現するためには、広域性、同

報性、耐災害性を有する衛星による全地球的な観測・監視技術と、海底の地震発生帯や海底資

源探査を可能とする我が国独自の海底探査技術等により「海洋地球観測探査システム」を構築

し、我が国周辺及び全地球規模の統合的なデータの収集、処理、解析、分析、提供を行ってい

く必要がある。このシステムは、我が国が独自に、我が国周辺及び地球規模の災害や危機管理

情報および地球観測の情報等をデータセットとして一元的に管理・運用するものであり、我が

国が災害や地球環境問題等の解決に積極的かつ主導的に取り組むための基盤となるものであ

る。 

宇宙空間より我が国の危機管理等に関する情報を独自に持つ技術は、総合科学技術会議が

「我が国における宇宙開発利用の基本戦略」（平成１６年９月９日総合科学技術会議決定）に

おいて宇宙開発利用の基幹技術として位置付けている。また、地震・津波被害の発生メカニズ

ム解明等は、総合科学技術会議の「地球観測の推進戦略」（平成１６年１２月２７日総合科学

技術会議決定）において戦略的な重点化のニーズとして示されている。これらに資する海洋地

球観測探査システムは国家的な長期戦略に合致するものであり、国家基幹技術と位置づける。 

『海洋地球観測探査システム』を構成する技術・システムには、以下の技術が含まれる。 

 

  ○ 災害監視衛星利用技術 

  ・災害監視衛星技術 

  ・測位衛星システム 

 

  （これは、①減災を目指した国土の監視・管理技術に含まれる。） 

 

 



 

４．推進方策  

 

（１）災害対策における関係府省庁の連携推進 

 （災害対策における関係府省間の連携体制の整備） 
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災害対策に関しては、内閣府の中央防災会議が基本計画策定、施策の総合調整等を実施し、

総合科学技術会議は科学技術政策の立案調整等を担当している。大規模自然災害への対応など

関係府省が一体となった総合的な取組を行う必要があることから、内閣府のこれらの機関と関

連府省も交えた情報交換等を定期的に実施するとともに、施策や総合的な取組の基礎となる共

通認識の形成など関係府省間の密接な連携体制を整備していく必要がある。 

 

 （地震対策における連携） 

地震調査研究については、地震調査研究推進本部において政府としての一元的な推進体制が

図られている。一方、地震等の地変災害のみならず気象災害等の調査研究等を含めた防災対策

に関する研究開発は、文部科学省科学技術・学術審議会の研究計画・評価分科会で推進方策が

とりまとめられているが、関係府省の実施する研究開発等との整合性は必ずしも十分とは言え

ない。 

大規模地震発生の切迫が予想されていることや投資の効率性等から、人的物的被害軽減を重

視した減災対策が急務であり、地震調査研究と防災（特に減災対策）に関する研究開発とがバ

ランスのとれた形で整合的に推進される必要がある。そのため、関係府省の連携施策の枠組み

を活用する等、総合的な研究開発を推進する方策を検討する。 

 

（２）安全に関わる研究開発体制の構築 

 （ユーザーサイドとの連携） 

安全に関する研究開発については、成果を社会・国民に適切に還元するために、ニーズに立

脚した研究開発と迅速な実用化が肝要であり、そのためには現場ユーザとの連携が不可欠であ

る。研究開発を実施する各機関は、現場のニーズを把握し、これをもとに研究開発の目標を設

定し、ユーザを含む関係者間で情報共有ができる適切な仕組みを構築する必要がある。関係者

の例としては、地方公共団体の防災担当と気象庁、独立法人の研究機関などが考えられる。ま

た、安全に関する研究開発成果（例えば装備資材等）については、ユーザの参画とその意見反

映による評価体制を構築する等、より実証的、効率的な評価を行っていく必要がある。 

 

 （デュアルユース技術の活用） 

安全に関する科学技術の研究開発については、デュアルユース技術（軍民両用技術）による

開発体制のあり方を他分野とも連携して検討する必要があり、防衛、警察、消防関係の科学技

術についても積極的に民生技術を活用した研究開発の取組を推進する。 

 

 



 

（３）社会・国民への確実な成果還元のためのフィールド実証の推進 

社会基盤分野の科学技術については、社会で技術適用を行うことから、多くの場合、研究開

発の各段階で社会（現場）におけるフィールド実証が不可欠である。フィールド実証に際して

は、例えば、大型構造物の試作等に多額の経費を要する等の理由から必要な予算確保が困難で

あったり、制度面の制約等から、実証を行うことが困難となる場合もある。 5 
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35 

研究開発の成果を確実に社会・国民に還元する観点から、フィールド実証の実施は、社会基

盤分野のみならず、他分野の研究開発においても極めて重要である。とくに社会基盤分野の対

象となる社会（現場）は、優れたフィールド実証の場であることから、実証経費の確保方策等、

フィールド実証に支障なく円滑に取り組める仕組みの構築について従来の科学技術政策の範

囲にとらわれない検討を進める必要がある。また、民間及び公的機関で開発された有用な新技

術を公共工事等の公共調達に積極的かつ円滑に導入していくことも重要であり、新技術を現場

で試行・評価する取組など新技術の開発と活用の間の“谷”を解消するための方策の推進が必

要である。 

 

（４）人材育成 

新たな取組の強化が必要なテロ対策、犯罪対策等の安全に関する研究開発においては、研究

者・技術者の確保が課題である。特に研究開発拠点の整備等については人材育成に効果的と考

えられることから、産学官連携等を活用しながら支援する。 

また、社会資本投資の減少に伴い、民間企業における研究開発予算や実務経験者が減少して

いる中で、一定の人材を育成することが重要な課題である。科学技術の面から対応をとること

は容易ではないが、関係府省の取組をできる限り支援していく。 

さらに、社会基盤の継続的な維持・発展のためには、社会基盤に関連が深い研究分野の学生

を一定量確保することが必要である。そのため、学生が将来に夢を持てるような研究開発成果

についての情報発信や国民への理解増進の活動を積極的に支援する必要がある。 

 

（５）人文社会科学との協働 

人文社会科学との協働は、第２期基本計画においても社会・国民への成果還元において不可

欠とされ、一定の進展は見られたが十分とは言えなかった。人文社会科学の研究課題の戦略的

推進を図るとともに、理工学分野の研究開発においても初期段階から人文社会科学の研究に立

脚した取組が進められることも重要と考えられるため、新規施策についてはこのような点に特

に重点をおいて確認する等の方策を検討する。 

 

（６）国際協力・連携の推進 

防災科学技術は世界最高水準にあり、例えば地震や津波のように被害が複数の国に及ぶ自然

災害に取り組むためには、我が国が主体的にアジア諸国はもとより欧米各国との国際協力・連

携を図ることが重要である。また、テロ対策など世界各国と共通の研究開発課題を抱える領域

 



 

では、国際連携を図ることで早期実用化も期待できるため、我が国の状況を十分考慮した上で

積極的な取組を推進する。さらに、国際的な技術貢献を適切に行うためには、各国特有の課題

と共通の課題を明確に区別することが重要であり、情報交換を十分に行うことを推進する。 

また、国際標準を我が国のリードで設定することができれば、産業競争力の向上に大きく寄

与することから、ＩＴＳ等日本が比較優位になる技術については、積極的な取組を支援してい

く。 

5 

10 

15 

 

（７）柔軟な戦略の展開方策 

研究開発の進捗状況や新たな課題の抽出など、個別の領域ごとに専門家を交えて推進戦略の

フォローアップを定期的に実施する。その結果を毎年の科学技術に関する予算、人材等の資源

配分の方針や概算要求における科学技術関係施策の優先順位付けに反映するとともに、必要に

応じて推進戦略を見直していく。 

複数の府省庁が同じ戦略重点科学技術に取り組む場合、総合科学技術会議は積極的な連携を

図り、重点化の効果を最大限に発揮できるように努める。なお、戦略重点科学技術に含まれる

施策については、予算規模に拘わらず個別に進捗状況をフォローする。 

 



災害に強い新たな減災・防災技術を実用化する。災害に強い新たな減災・防災技術を実用化する。

安全が誇りになる国安全が誇りになる国

地震観測・監視・予測等の調査研究

地質調査研究

耐震化や災害対応・復旧・復興計画の高度化等の
被害軽減技術

火山噴火予測技術

風水害・土砂災害・雪害等観測・予測および被害
軽減技術

衛星等による自然災害観測・監視技術

災害発生時の監視・警報・情報伝達および被害予
測等の技術

救助等の初動対処、応急対策技術

災害に強い社会の形成に役立つ研究

施設等における安全確保・事故軽減等の技術

深刻化するテロ・犯罪を予防・抑止するための新たな対応技術深刻化するテロ・犯罪を予防・抑止するための新たな対応技術
を実用化する。を実用化する。

有害危険物質の探知・処理技術

不法侵入を防ぐ探知技術開発

被害軽減のための脆弱性把握及び予測技術

犯罪防止・捜査支援技術

既存のインフラを活かした安全で調和の取れた国土・都既存のインフラを活かした安全で調和の取れた国土・都
市を実現する。市を実現する。

水循環・物質循環の総合的なマネジメント

３Ｒ（発生抑制・再利用・リサイクル）により世界最高水３Ｒ（発生抑制・再利用・リサイクル）により世界最高水
準の資源の有効利用と廃棄物の削減を実現する。準の資源の有効利用と廃棄物の削減を実現する。

健全健全な水循環な水循環と持続可能な水利用と持続可能な水利用を実現するを実現する。。

船舶による大気汚染・海洋汚染の防止

高度環境適合航空機技術

省資源で廃棄物の少ない循環型社会の構築

温室効果ガス排出・大気汚染・海洋汚染の削減を実現する。温室効果ガス排出・大気汚染・海洋汚染の削減を実現する。

環境と経済の両立環境と経済の両立

ヒートアイランド問題の解消

社会変化に適応した都市構造の再構築

輸送機器・住宅の低コストな省エネルギー化

省エネルギー型の都市の構築

資源・環境の保全を含む地域マネジメントシステム
の開発

社会資本・建築物の維持・更新の最適化

快適で安全な生活空間の形成

国土の保全と土砂収支

国土の将来の姿の予測・適応

交通・輸送システムの安全性・信頼性の向上

ヒューマンエラーによる事故の防止

地域における移動しやすい交通システムの構築

陸･海･空の物流のシームレス化

航空機・エンジンの全機インテグレーション技術

超音速航空機技術

近距離型航空機技術

航空機関連先進要素技術

安全で快適な新しい交通・輸送システムを構築する。安全で快適な新しい交通・輸送システムを構築する。
年齢や障害に関係なく享受できるユニバーサル生活空間・年齢や障害に関係なく享受できるユニバーサル生活空間・
社会環境を実現する。社会環境を実現する。

生涯はつらつ生活生涯はつらつ生活

ユニバーサルデザインの推進・普及

誰もが元気に安心して暮らせる社会の実現

あらゆる場所で、あらゆる人の多様な活動を支
援する基盤づくり

多面的機能を考慮した農山漁村における生活
環境基盤の整備手法の開発

健全な生態系の保全・再生

持続可能な生態系の保全と利用を実現する持続可能な生態系の保全と利用を実現する。。

（国際競争力ある航空技術を確立する）（国際競争力ある航空技術を確立する）

別紙Ⅶ－１ 重要な研究開発課題の体系



別紙Ⅶ－２　　重要な研究開発課題の概要及び目標

（社会基盤分野）

　　　注） 本表に記載している研究開発目標は、重要な研究開発課題に関連する全ての研究開発目標を網羅的に記載しているものではない。



社会基盤分野

重要な研究開発課題の概要 研究開発目標　　（○：５年後の研究開発目標、◇：最終の研究開発目標） 成果目標

○2009年度（一部2010年度）までに東南海地震・津波対応の観測ネットワークシステムの構築を行う。【文部科学
省】
○2010年度までに宮城沖地震を対象とした地震調査観測を行う等、海溝型地震に関する重点的な調査観測に取り
組むことにより、①長期的な地震発生時期及び地震規模の予測精度の向上、②地殻活動の現状把握の高度化、
③強震動の予測精度の向上等を図る。【文部科学省】
○2009年度までに糸魚川－静岡構造線断層帯で地殻構造調査を実施する等、大規模な活断層型地震に関する重
点的な調査観測に取り組むことにより、①長期的な地震発生時期及び地震規模の予測精度の向上、②地殻活動の
現状把握の高度化、③強震動の予測精度の向上等を図る。【文部科学省】
◇2011年度まで、首都圏周辺での地殻活動や地殻構造の調査、広帯域にわたる地震動についての実大三次元震
動破壊実験、地震発生直後の震災の高精度予測技術の開発等を実施することにより、複雑なプレート構造の下で
発生しうる首都直下地震の姿（震源域、発生時期、揺れの強さ）の詳細を明らかにし、その地震に打ち克つための
耐震技術の向上、地震発生直後の迅速な震災把握等に基づく災害対応に貢献する。【文部科学省】
◇2012年度までに南海地震・津波対応の観測ネットワークシステムの構築等を行うとともに、掘削孔長期モニタリン
グシステムを開発する。【文部科学省】
◇2015年度までにアジア･太平洋地域に地震観測網を構築する。【文部科学省】

○2008年度までに、東海地震の予知並びに東南海・南海地震に対する観測業務に役立てるため、数百メートル間
の地殻変位を１０億分の１の精度で長期間安定して測るレーザー式変位計や精密に制御された人工震源による地
震波を用いた地殻内の物性の時間変化検出技術を開発し、観測・解析手法の向上を図るとともに、数値シミュレー
ションの対象地域を南海トラフを含む領域に拡大する。【国土交通省】

○2010年度までに阪神・淡路大震災以降整備が進んだ地震計等観測網やデータセンタの整備・拡充を重点的に行
う。具体的には、2007年度に気象庁等関係機関が有する高感度地震計等のデータを一元的に処理するシステムの
再整備に着手し、2008年度までに完成する。また、基盤的調査観測網に組み込まれている大学の地震計の維持が
困難な状況にあり、かつ、最先端の観測機器に取り替えることが要請されていることから、順次、新システムに変更
していくとともに、国の委託費等により実施されたデータが今後大幅に増加すること等から、これらの観測データの
公開・保存を目的としたデータセンタを整備する。【文部科学省】

○2010年度までに日本列島に展開する「ＧＰＳ連続観測網（GEONET）」を高度化するとともに、地殻変動の数値シ
ミュレーション、断層モデリングの高度化等による地震・火山活動のメカニズムの解明、予測精度の向上のための技
術開発を行う。また、観測・解析手法の向上に関する研究を行うとともに、被害を予測し、被害状況を把握し、さらな
る被害を軽減するための情報システムを開発する。【国土交通省】

地震調査研究

○2010年度までに、基盤的調査観測の対象となった主要９８断層帯以外に選定基準を満たすことが明らかとなって
いる断層帯についての追加調査、及び現在の評価の信頼度を高めるための補完調査を行い、多様な地学現象や
物理パラメータを組み込んだ地震発生モデルに基づく数値シミュレーションによる、地震発生の予測精度向上に必
要な、地殻活動観測技術・手法の高度化を図る。さらに、大規模シミュレーションにより、岩石破壊からプレート破壊
につながる地震発生のメカニズムの解明を行う。また、プレートにかかる応力集中予測を行い、観測結果と合わせ
て、高精度地震ハザードマップの作成を行う。【文部科学省】

地震ハザードステーションの構築
○2010年度までに、強震観測、地下構造モデリング及び先端的シミュレーション技術を統合した地震ハザードス
テーションを構築し、地震防災に資する。【文部科学省】

地震予知のための観測研究
◇｢地震予知のための新たな観測研究計画（第2次）の推進について」科学技術・学術審議会建議(平成15年7月）に
基づき、2008年度までに地殻活動の物理モデル及び予測のためのシミュレーションの構築を進める。【文部科学省】

重要な研究開発課題

防災

1

◆2010年度までに首都直下型地震、東南海・南海地震、宮城県
沖地震等巨大地震や大規模な活断層型地震等に関する重点的
な調査・観測・シミュレーション等に取り組むことにより、地震発生
予測や発生直後の震災把握を高度化し被害の軽減を図る。【文
部科学省、国土交通省】

首都直下・東南海・南海地震、宮城県沖地震等巨大
地震観測・調査研究・被害軽減化防災技術

防災・減災情報基盤の重点的整備・拡充、地殻活動
の評価と予測に関する研究

地震観測・監視・予測等
の調査研究
⑥-1

2



社会基盤分野

重要な研究開発課題の概要 研究開発目標　　（○：５年後の研究開発目標、◇：最終の研究開発目標） 成果目標重要な研究開発課題

2
地質調査研究
⑥-1

地質情報の整備とデータベース化・統合化

○2010年までに20万分の１地質図幅全124図幅、5万分の１地質図幅全1274図幅のうち940図幅、海洋地質図47区
画、緊急性が高い21火山の地質情報に基づく火山地質図全16図、火山科学図2図を整備するとともに、GIS化した
活断層データベースを整備する。（注）数値目標については、知的基盤整備特別委員会で検討中の数値であり、最
終的に５月頃開催の委員会で承認の予定。【経済産業省】

◆2010年度までに、地震動予測や噴火予測に不可欠な地質情報
を整備し、地震・火山災害を軽減する。また、産業立地の基盤情
報とする。【経済産業省】

○2010年度までに、鉄筋コンクリート建造物、木造構造物、地盤基礎構造、鉄骨建造物、橋梁等について実大モデ
ルによる振動破壊実験を実施し、各構造物の地震時の破壊過程の解析を行うことにより、各構造物について地震
により加わる力と構造物の変形の関係等を解明する。【文部科学省】
◇2024年度までに既存の生活空間や都市基盤施設の高精度な耐震性能評価手法を開発するともに、制振システ
ムの開発と改良による高耐震構造設計施工法を提案する。【文部科学省】

○2010年度までに、道路橋、盛土、河川構造物、下水道施設、港湾施設等の耐震性を確実・経済的に診断する技
術や、機能を確保するために補強箇所の優先順位をつけるとともに、経済的、効果的な補修・補強技術を開発す
る。損傷検知・記憶センサーを用いる等の方法により震災後早期に構造物の健全性を判定する技術を開発する。
即効性の高い道路橋等の応急復旧技術、港湾・空港施設の迅速かつ安価な復旧技術を開発する。【国土交通省】
◇2015年度までに、大規模地震による地震力推定の不確定性も考慮した耐震設計技術・耐震性能評価技術の高
度化、新しい構造・材料を活用した高耐震構造の開発を図るとともに、既設構造物に対する震前・震災直後・応急復
旧・復興の各段階を総合的に考慮した地震被害軽減技術を構築する。【国土交通省】

○2010年度までに構造物周辺の津波による複雑な流れや構造物への津波力の評価など陸上、海底の地形を考慮
し、津波遡上過程に基づいた被害の把握が可能な３次元津波数値モデルを開発する。また、このモデルと避難シ
ミュレーションを結合することにより住民とのリスクコミュニケーションを向上するための避難シミュレーターを開発す
る。さらに、大規模地震及び津波による被害を軽減する対策の立案に寄与するため、沿岸域災害対策の多様な効
用の評価手法、沿岸域における各種施設の減災効果評価手法を開発する。【国土交通省】
◇2015年度までに津波被害をシミュレーション上で理解・体験できるようにすることにより、津波に対する住民や行
政担当者等の理解を深め、避難行動の促進や地域に対応した防災対策を推進し、津波による被害を大幅に軽減す
る。【国土交通省】

○2010年度までに、水深10cm程度の越流に対する耐久性確保のためのジオメンブレン等を用いた侵食性・耐震性
ため池構造を開発するとともに、レベル２地震動及び200年確率豪雨に対応した耐久性を向上させるため池等の設
計手法を開発する。【農林水産省】
◇2015年度までに、都市地域に隣接するなどの重要度の高い場所に適用する高度耐久性水利施設の設計・工法
技術を開発し、施設安全性を強化するとともに、災害発生の予測技術や農地・農業用施設等の被災範囲の予測図
化技術と減災技術の高度化等を組み合わせた災害予防システムを確立する。【農林水産省】

地震発生時の構造物や地盤の挙動のシミュレー
ション

○2010年度までに構造物破壊までの挙動の高精度追跡と、構造体に付随する非構造部材や設備機器等の損傷再
現を可能とするシミュレーション技術を開発する。【文部科学省】
◇2024年度までにスーパーコンピュータ等を活用し、構造物群の地震時挙動・破壊を仮想空間内で再現・予測する
技術を構築する。【文部科学省】

○2010年度までに振動台を用いた一連の検証実験により、高層建築物における減衰装置の応答に対する効果や
二次部材への影響を定量的に評価する技術、および免震建築物の想定以上の入力に対する安全性を定量的に評
価する技術を開発する。【文部科学省】
◇2024年度までに高層建築物および免震建築物の機能性向上のための技術を開発する。【文部科学省】

○2010年度までに、長周期地震動等が地盤、港湾･空港施設に与える影響評価のために、地盤・港湾構造物・海水
の動的相互作用の推定技術を開発する。【国土交通省】

○2006年度中に、実規模タンクを使用した浮き屋根の揺動実験を行い、浮き屋根の標準的な改修手法を開発し、
2017年3月末までに、当該設計手法を用いた改修をタンク設置事業者に実施させ、やや長周期地震動に対する屋
外タンクの安全対策を強化する。【総務省】

3

耐震化や災害対応・復
旧・復興計画の高度化等
の被害軽減技術
⑥-1

長周期震動等に対する影響予測・対策技術

大規模地震に対する構造物の耐震化等の被害軽
減技術

◆2010年度までに、実大モデルによる振動破壊実験を実施し、各
種構造物の地震による崩壊メカニズムや強度を解析することによ
り、構造物の総合的な耐震性能を解明するとともに、既存構造物
の耐震診断・補強・改修を簡易に安価に実施できる技術を開発
し、地震、津波による被害を大幅に低減する。【総務省、文部科学
省、農林水産省、国土交通省】
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社会基盤分野

重要な研究開発課題の概要 研究開発目標　　（○：５年後の研究開発目標、◇：最終の研究開発目標） 成果目標重要な研究開発課題

耐震工法等の開発
○2008年度までに、住宅・建築物の耐震性能向上のための安価で実用性の高い耐震改修技術、居住者の視点に
立った耐震補強工法選択システム等の耐震改修を促進するための技術を開発する。【国土交通省】

ロボット等の活用による施工システムの高度化

○2007年度末までに、設計と地形の３次元情報を活用し自動掘削可能なロボット建設機械による施工システムを開
発し、無人化施工の計測・施工の効率化に活用する。【国土交通省】
○2010年度末までに、建設機械の自動機能・計測機能を活用し、施工現場の安全性と労働生産性を向上する、人
による補助作業を削減可能な施工形態を実現する。【国土交通省】
◇2020年までに、ロボット建設機械の計測・自動機能の高度化、ロボット建設機械が作業する３次元空間の環境情
報の構造化技術を確立し、ロボット等の活用によるIT施工システムを実用化する。【国土交通省】

建築物の安全性の検証
○2010年度までに架構の振動特性の把握等により、既存建築物の構造安全性について非破壊で検証できる技術
を実現する。【国土交通省】

地震時の鉄道脱線に関する研究
○2008年度までに、地盤条件に応じた連続した鉄道構造物の挙動解析手法（数十ｃｍオーダー）を確立し、車両の
走行への影響解析等を行う。【国土交通省】

火山噴火予知
○｢第7次火山噴火予知計画の推進について」科学技術・学術審議会建議(平成15年7月）に基づき、2008年度まで
にマグマ供給系や噴火発生場の構造解明とその時間変化の把握、噴火発生機構の定量的理解に基づいた噴火物
理化学モデルの構築を進める。【文部科学省】

○2010年度までに噴火の観測事例が多く緊急度の高い火山については、高精度地殻変動調査を行い地殻変動の
定量的評価に基づく火山活動度の評価手法を開発し、噴火の観測事例の少ない火山については、マグマの上昇
量、上昇速度を推定するための技術を開発し、マグマ上昇シナリオを作成して火山活動度を評価する手法を開発す
る。【国土交通省】

○2010年度までに、噴火時にリアルタイムに避難すべき範囲等を示す、リアルタイム火山ハザードマップ作成システ
ムを開発する。【国土交通省】

○2010年度までに、火山活動観測をもとにした噴火予測システム、火山観測のためのリモートセンシング技術、災
害予測のためのシミュレーション技術を開発し、火山災害軽減のための活用を行う。【文部科学省】

降雨予測等を活用した水管理技術

○2010年度までに、大型計算機不要の実務的なリアルタイム流出予測及び洪水氾濫予測モデルを開発する。ま
た、2006年3月より高精度化される気象庁の降水量予測情報とこのシミュレーションモデルを用いて、予測情報に基
づく避難のエリアやタイミングの設定手法、ダムの事前放流、弾力的管理等の水管理手法を開発する。【国土交通
省】

レーダ・ライダ等の観測による土砂・風水害の発生
予測技術

○2010年度までにマルチパラメータレーダを活用し、局所的な豪雨や強風を実時間で監視する技術および１時間先
までの降水量を予測する手法を開発する。その予測結果に基づき、都市域における１時間先までの浸水被害危険
度予測手法を開発するとともに、山間部における土砂災害の発生予測手法を構築する。【文部科学省】
◇2014年度までに、浸水被害危険度予測技術、土砂災害発生予測技術を高度化し、１時間先の浸水被害危険度
予測技術及び直前の土砂災害発生予測技術を実用化する。【文部科学省】

○2010年度までに衛星により直接観測される帯状の降雨情報を適切に時空間的に補間する手法の開発により、河
川流域スケールでの洪水解析・予測に利用可能な時空間分解能・精度を確保する技術を開発する。その人工衛星
雨量を準リアルタイムで入力できる標準的な洪水解析システムを開発し、現実の発展途上国の河川流域に適用し
検証を行い、洪水解析モデルや入出力インターフェース（予警報のためのシステムを含む）の追加・改良する。【国
土交通省】
◇宇宙からの衛星による降雨観測体制の強化体制（全球降水観測ミッション：GPM）が確立される予定の2013年度
を目標として、発展途上国等の河川流域において衛星雨量を活用した洪水予測システムを実用化する。【国土交通
省】

4
火山噴火予測技術
⑥-1

火山防災

◆2010年度までに、地殻変動観測等にもとづいて火山活動度を
迅速かつ確実に判定する手法を確立し、噴火物理化学モデルの
構築を進め、火山災害の軽減を目指す。【文部科学省、国土交通
省】
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社会基盤分野

重要な研究開発課題の概要 研究開発目標　　（○：５年後の研究開発目標、◇：最終の研究開発目標） 成果目標重要な研究開発課題

○2010年度までに、CCTVカメラシステムを中心とする常時現地観測とレーザープロファイラーによる積雪分布解析
等により発生・動態に関する総合的な調査・解析を積極的に進め、また近年の記録的な豪雪で顕著になった雪崩に
よる中山間地における深刻な影響に鑑み、豪雪時の対処としてＧＩＳおよびレーダ降水量計を活用した積雪状況に
対応した危険評価手法の開発を行うとともに、地域の特性に即した危険箇所点検及び応急対策技術の確立を支援
する。【国土交通省】
◇2015年度までに、非常に難しい雪崩の発生及び影響範囲の予測手法の精度向上に努め、雪崩危険区域の設定
手法を確立する。【国土交通省】

○2010年度までに、雪氷災害発生について空間分解能1km程度で1～2日先までの災害予測手法を開発する。【文
部科学省】
◇2015年度までに、雪氷災害発生について空間分解能1km程度の災害予測手法を開発し、吹雪・雪崩ハザード
マップ作成に貢献する。【文部科学省】

降水予測技術の高度化
○2010年度までに、観測データ同化技術を高度化するとともに、高精度・高解像（水平分解能2km）の局地数値予
報モデルを開発する。【国土交通省】

○2007年度までに非静力・全球・領域・大気・海洋・陸面結合シミュレーションコードを完成させ、72時間前の高精度
の台風・集中豪雨予測技術を確立する。【文部科学省】

○ 詳細な地形データを入れた全球と領域、更には都市スケールを結合した非静力シミュレーションコードを完成さ
せ、2010年度までに、都市型集中豪雨等局所的顕著現象のメカニズム解明を行うとともに、それらの現象の発生予
測を行う技術を確立する。【文部科学省】
◇2012年度までに、都市型集中豪雨の高精度予測及びそれに詳細な都市データを加えた解析による被害予測に
関する技術を確立する。【文部科学省】

沖合における波浪観測情報の処理・分析技術
○2010年度までにGPS波浪計を活用した沖合における波浪観測情報の処理・分析技術を開発するとともに、リアル
タイム観測情報提供システムを開発し、全国を結んだ沖合波浪観測網を構築する。【国土交通省】

○2010年度までに豪雨による土砂災害危険度の予測手法の開発を行い、ハード事業の優先箇所抽出を合理的に
行うとともに、道路の通行止め時間短縮を図る。また、地震により再滑動するおそれのある地すべりの発生危険度
評価を行うとともに、地震で生じた大規模崩壊地からの土砂生産量等の変化予測技術を開発する。さらに、土砂災
害時の緊急対策として、地すべりや河道閉塞の監視システムを構築するとともに、地すべり災害箇所の応急・緊急
対策工事の最適化手法を開発する。【国土交通省】
◇2015年度までに、土砂災害の発生危険度について、発生の時間と場所を予測する手法を開発する。地震により
再滑動するおそれのある地すべりの発生危険度を示したハザードマップの作成手法を提案する。大規模河道閉塞
が発生した際に、モニタリングを即座に行い、決壊の危険度を予測できるシステムを構築する。地すべりの速度等
移動特性とその社会的影響を考慮したリスクマネジメント手法を開発する。【国土交通省】

○2010年度までに、山地崩壊・地すべり等に起因する流動土砂到達範囲の予測モデル、レーザー地形解析・省力
型３次元電気探査法等を開発し、それらを利用した土砂災害危険地の判定技術、探査結果等のハザードマップ化
手法を開発する。【農林水産省】
◇2015年度までに、地下構造の物理的変化モニタリング手法を開発し、土砂災害危険予測判定と崩壊土砂到達範
囲予測モデルに基づき、防災施設等の効果的な選定・配置計画手法を開発する。【農林水産省】

治水安全度向上のための河川堤防の質的強化技
術

○2010年度までに河川堤防概略・詳細点検のデータベースの分析や先端的な統合物理探査技術により、堤防弱点
箇所の抽出精度を向上させる。また、抽出された堤防弱点箇所に対し、現場条件や被災形態に応じ、確実な効果
が得られる経済的な対策選定手法を提案する。【国土交通省】

災害監視衛星技術

○我が国の防災機能を強化するため、2010年までに、国際災害チャーターへの参加、国内外の防災関係機関等と
の協力を通じて、災害観測・監視におけるＡＬＯＳ、準天頂衛星を利用した高精度測位システム等の有効性の実証
を行う。【文部科学省】
◇地球規模での災害予測精度の向上や災害への対応に貢献するため、2015年度までにALOS（後継の災害監視
ミッションを含む）、準天頂衛星システムを利用した高精度測位実験システム等による衛星観測監視システムを構築
する。【文部科学省】

◆2015年度までに衛星観測監視システムを構築し、防災・減災に
役立つ観測データを継続的に提供することにより、国民の安全・
安心の確保に貢献する。【文部科学省】

災害監視無人航空機システム
○2010年度までに、災害監視衛星システム等との連携を考慮した情報収集・提供が可能な無人航空機システムコ
ンセプトを立案し、必要な要素技術を開発する。【文部科学省】
◇2012年度までに、災害発生時における情報収集・提供が可能な無人航空機システムを構築する。【文部科学省】

◆2012年度までに、無人航空機システムを運用に供し災害発生
時におけるタイムリーかつ詳細な現場情報の収集・提供を可能と
する。【文部科学省】
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6

風水害・土砂災害・雪害
等観測・予測および被害
軽減技術
⑥-1

衛星等による自然災害観
測・監視技術
⑥-1

土砂災害の危険度予測および被害軽減技術

風水害・雪害等の自然災害の現象メカニズム解明・
シミュレーション技術の確立

シミュレーションによる台風及び局所的顕著現象の
予測

◆2007年度に、洪水による氾濫から守られる区域の割合を約６
２％（2000年：約５８％）、都市浸水対策が講じられた区域の割合
を約５４％（2000年：約５１％）、土砂災害から保全される戸数を約
１４０万戸（2002年：約１２０万戸）に向上する。【農林水産省、国土
交通省】

◆2015年度までに、豪雨や強風、豪雪等による風水害・雪害等の
シミュレーション技術の高度化を進め、被害の軽減を図る。【文部
科学省、国土交通省】
◆2012年度までに都市型集中豪雨等局所的顕著現象のメカニズ
ム解明とそれら局所的顕著現象の発生予測を行う技術を確立し、
それに伴う被害の大幅な軽減を目指す。【文部科学省】
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重要な研究開発課題の概要 研究開発目標　　（○：５年後の研究開発目標、◇：最終の研究開発目標） 成果目標重要な研究開発課題

即時的地震情報伝達
○2010年度までに、地震発生後、初期微動(P波)をとらえ、主要地震動(S波)が到達する前に地震の位置、主要動到
達時刻、規模等の情報（緊急地震速報）を活用し、自動的に緊急防災措置を講ずる技術を開発する。【文部科学
省】

○2010年度までに、デジタル双方向通信等による災害情報共有システムの構築、ＩＣチップ等ユビキタスの活用によ
る災害情報の収集伝達手法を開発する。【国土交通省】

○2010年度までに、平常時・災害時を通して機能するGISベースの自治体情報システム及び基礎自治体規模で高
齢者・児童をマンツーマンで保護することを可能にする情報システムを構築する。【文部科学省】

リアルタイム海底地震観測

○ 2010年までに海域に発生する地震活動を精度良く把握するとともに、地震の震源決定精度の向上等を図るた
め、既存の海底地震総合観測システムによる海底地震のリアルタイム観測を継続し、地震発生に伴う津波の検知
や海底環境変化のモニタリングを行い、地震・津波観測・監視システムと連携してネットワークを構築する。【文部科
学省】

様々な用途の建物・施設における火災時の安全確
保

○2010年度までに物質の燃焼特性を踏まえ、一般的な建築物を始め地下施設、超高層ビル等の様々な空間にお
ける火災進展についてコンピューターシミュレーションを用いて予測する手法を開発するとともに、当該手法を利用
した避難・警報等のシステムの高度化による火災予防対策の強化や、建物・施設等の特徴を考慮した有効な消防
戦術を確立する。【総務省】

○2010年度までに大都市圏における巨大地震発生時に、ライフライン間の相互依存性を勘案した都市システムへ
の影響評価をする事により、総合的な被害想定が可能となる手法を開発する。【文部科学省】
◇2015年度までに地震だけでなく、その他災害にも対応でき、都市の脆弱性と被害を総合的に評価できる手法を確
立する。【文部科学省】

○2010年度までに長周期地震動、津波など未解明な自然の外力を評価する技術、これに対する施設の脆弱性を評
価する技術、および社会基盤の損失が、災害対応活動、更には地域の生活・経済活動に波及する影響について評
価し、最適な対策ならびに強化復旧を含む被災後の復旧戦略を見いだす相互依存性解析手法を開発する。さら
に、震災や水害などの災害時に、老人や身体障害者等の要援護者に向け、災害情報を迅速・確実・的確に伝達す
るために、テレビ・携帯電話・情報家電などを複合的に利用し、画像・文字情報・音声による情報伝達を行うための
ソフトウェアを含めたシステムの開発を実施し、広く普及させることを目的とした共通仕様を確立する。【国土交通
省】

○2010年度までに土砂災害発生予測技術、リアルタイム被害想定技術、シナリオに基づいた被害予測手法を開発
し、大規模模型実験によるデータ集積と数値モデルの検証を行う。【国土交通省】

大規模地震時の危険物施設等の被害軽減

○2010年度までに大規模地震時の危険物施設等の被害軽減を確保するため、やや長周期の地震動に強い石油タ
ンクの研究開発に代表される災害予防対策や、地震発生直後に石油タンクの揺れや津波による被害を予見診断す
る手法の研究開発などの被害軽減対策に関する研究開発を実施する。さらに併せて、石油タンクの耐震性に直接
関わるタンクの健全性（腐食劣化の有無や度合い）を、タンクを開放することなく評価する手法を開発する。【総務
省】

被害状況の初期把握技術

○2010年度までにＧＰＳ機能付き携帯端末、ＩＣタグ等を活用した現地被災情報やパトロール結果等のリアルタイム
収集伝達体制の確立、衛星を活用した広域災害情報の収集・提供、ＩＴロボットシステムによる無人探索技術、斜面
自動監視、道路斜面管理手法の開発、空港における災害情報統合システムの構築等による防災・復旧拠点機能の
高度化等を行う。【国土交通省】

相互依存性解析等を活用した多様な災害の危険度
および被害の波及の評価・周知技術

7

災害発生時の監視・警
報・情報伝達および被害
予測等の技術
⑥-1

災害情報共有システム・災害情報の収集伝達手法

◆各種災害等に対する社会の脆弱性発見や、二次・三次的被害
も含めた被害予測のための社会科学の観点を踏まえた解析手法
を2015年までに確立する。災害発生時の防災情報伝達を高度化
させ、初動対応の迅速化・適正な判断を可能とするとともに、主体
的で迅速・的確な自助・共助による避難行動等を可能とさせる技
術を2010年を目途に確立する。また、地域ごとの総合的な防災力
を向上させる、最適な対策計画と復旧戦略の立案手法を確立す
る。【総務省、文部科学省、国土交通省】

◆2010年度までに、デジタル双方向通信技術等を活用して、危険
箇所を明確に示した情報を、避難に必要な時間を確保して、従来
よりも最大で１時間程度早期に提供することにより、国民の生命を
守ることを可能とする。【文部科学省、国土交通省】
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社会基盤分野

重要な研究開発課題の概要 研究開発目標　　（○：５年後の研究開発目標、◇：最終の研究開発目標） 成果目標重要な研究開発課題

○2010年度までに消防隊員の活動の向上と負担の軽減に資する資機材、放射線災害時等に安全・迅速に救助活
動等が実施できる資機材、劇的な消火・延焼拡大防止性能を有する消火方法、劇的に救助活動を迅速化させる高
度な救助資機材、ガレキ等に埋まった生存者の迅速・効率的な探査方法等を開発する。【総務省】

○2008年度までにナノテク消防防護服に求められる耐熱性能、快適性能、運動性能など様々な性能・機能の評価
方法を確立する。【総務省】

大規模災害時等の消防防災活動支援情報システム

○大規模地震災害時等における被害軽減のためには、迅速かつ的確な初動対処が必要であり、全ての災害対応
の基礎となる防災情報の収集・伝達・分析の正確性、迅速性が必須である。このため、2010年度までに、国及び地
方公共団体の効果的な防災活動を可能とする支援システムや情報通信システムの開発を行うとともに、高度化した
災害時の情報収集伝達・分析技術を開発する。【総務省】

特殊災害に対する消火方法・安全確保

○2010年度までに特殊な施設・環境・原因による火災等の性状の把握と消火方法を確立するとともに、その結果を
踏まえ、消防隊員の安全を確保し、かつ、負担を軽減することを目的とした支援機器を開発する。【総務省】
◇2015年度までに特殊な火災等に対応した消火方法等の実用化を図るとともに、消防隊員の安全を確保し、かつ、
負担を軽減することを目的とした支援機器を実用化する。【総務省】

化学物質の火災爆発防止と消火

○2010年度までに新たな危険性物質、リサイクル資源（新規危険性物質等）の火災爆発危険性を把握するために、
蓄熱危険性、自然発火危険性、爆発危険性等についての評価手法を開発し、知見の蓄積を図る。さらに、化学物質
の漏洩事故や火災事故に対応するため、タンク火災や漏えい油火災の消火及び再着火防止技術等を開発する。
【総務省】

○2008年度までに、想定される被災状況から推計される緊急支援物資と被災者の輸送需要を前提として、陸上輸
送・海上輸送を組み合わせた最適な輸送ルート、輸送量を推計できるシステムを開発する。【国土交通省】

○2010年度までに自然災害、テロ、事故等想定されるリスクが国際交通に及ぼす影響を評価し、迅速且つ合理的
な国際交通基盤のリスク管理システムを開発する。【国土交通省】
◇2015年度までに、国際交通における各種リスク・損害の大幅な軽減を図り、国際的な信頼を得るための国際交通
基盤のリスク管理システムを構築する。【国土交通省】

◇2011年度までに、様々な災害による被害予測を一元的に実施し、地域社会に対する総合的なリスク評価を行う手
法を構築するとともに、災害発生時の組織運営などに関する標準的な危機対応システム等を構築する。【文部科学
省】

○2006年度までに、地方公共団体・大学・研究機関等の連携により、最新の科学的知見・成果を地域の防災活動
に反映させるモデル事業を行い、当該地域の防災力の飛躍的向上、大規模災害時の人的・物的損害の大幅な軽
減を目指す。【文部科学省】

地域防災力向上に資する災害リスクマネジメントに
関する研究

○2010年度までに、研究機関や自治体等が持つハザード情報やリスク情報を利用者の要求に応じて提供するため
の標準インタフェースを開発し、地域の災害リスクを総合的に評価できるシステムを開発する。【文部科学省】

マンマシン系としての地震時安全方策
○2010年度までに実大モデルによる振動実験を実施して、建物・ライフライン・医療機器・人間を含めたマンマシン
系としての医療システムの地震時安全方策を確立する。【文部科学省】

大深度地下空間の利用
○2010年度までに、シ－ルド工法によりトンネルを構築する場合における大深度地下の地盤特性を考慮した経済
的なトンネル構造の設計法を開発する。【国土交通省】

危険物保安に関する研究
○2010年度までに、屋外タンク貯蔵所、移送取扱所等全ての危険物施設に関する技術基準を性能規定化し、個々
の独立した技術基準を安全対策の観点から統合的に評価する手法を新たに開発する。【総務省】

◆2010年度までに、危険物施設に関する技術基準を性能規定化
し、新技術・新素材の迅速かつ円滑な導入を推進するとともに、危
険物施設の安全対策手法を多様化し、多発する危険物施設の事
故の低減を図る。【総務省】

設備安全性計測技術
○2010年度までに、安全性計測及び評価方法の基盤技術（電磁気計測・超音波計測・スマートセンサ・信号処理等
の高度化技術）を開発する。【経済産業省】
◇2020年度までに、製鉄所各施設の安全性計測及び評価技術を確立し、実用化を図る。【経済産業省】

◆2010年までに製鉄所各施設の安全性計測及び評価方法の基
盤技術を開発し、安全性の確保を目指す。【経済産業省】

8

9

10
施設等における安全確
保・事故軽減等の技術
⑥-1

災害時における事業継続マネジメント力の向上に関
する研究

災害に強い社会の形成
に役立つ研究
⑥-1

現場の消火・救助活動・消防装備の飛躍的向上

救助等の初動対処、応急
対策技術
⑥-1

緊急支援物資や被災者の迅速な輸送・経済活動の
早期回復を支援する技術

◆2011年度までに、地域社会に対する総合的なリスク評価を行う
手法を構築するとともに、災害発生時の組織運営などに関する標
準的な危機対応システム等を構築することにより、様々な災害に
よる被害予測を一元的に実施する。また、モデル事業を行い、防
災研究の成果を地域の防災活動に活かす。【文部科学省、国土
交通省】

◆現下の社会情勢や国民のニーズに対応するため、先端科学技
術等による消防防災科学技術の高度化のための戦略について調
査検討を行い、2015年度までに災害の種類に応じ、①過密都市
空間における火災時の安全確保、②大規模自然災害時等の消防
防災活動、③特殊災害に対する安全確保、④化学物質の火災爆
発防止と消火、⑤危険物施設の安全性向上（耐震性及び経年劣
化対策）を実現する。【総務省】

◆2008年度までに緊急・代替輸送支援システムを開発し、地方自
治体など関係者による事前の緊急・代替輸送計画の策定や発災
時における迅速な緊急・代替輸送の実施に貢献するとともに、
2010年度までに災害時においても国際輸送・経済活動を維持又
は早期回復を行うことができる国際交通基盤のリスク管理手法を
開発し、我が国の国際交通機能の信頼性向上を図る。【国土交通
省】

7



社会基盤分野

重要な研究開発課題の概要 研究開発目標　　（○：５年後の研究開発目標、◇：最終の研究開発目標） 成果目標

○2010年度までに高感度、高選択的な探知法を確立し、従来の爆発物探知機で不可能な手製爆薬を探知可能に
するとともに、CDCのカテゴリーＡ、Bに属する病原微生物の検知を目指す。さらに、現在テロで使用が予想される化
学剤･生物毒素について現場で一斉検知できる総合的な現場検知システムを開発する。【警察庁、文部科学省】
◇2012年度までに新しい爆薬の探知を可能にして、各種爆薬が使用される国際テロを防ぐ有効な手段とする。公共
施設、検問等における爆発物の迅速な発見や、爆破の未然防止を可能とする。また、10数種類の生物剤を現場で
識別できる可搬型の検知システムを開発するとともに、株レベルでの識別のための鑑定検査法を構築する。さら
に、・化学剤・生物毒素の一斉現場検知システムを実用化する。【警察庁、文部科学省】

○2010年度までに、可搬型装置による迅速・高感度・高選択的な検知及び小型装置による安全な処理のための要
素技術を開発し、実用化試作機を開発する。【文部科学省】
◇2012年度までに、迅速・高感度・高選択的で可搬型の検知装置及び小型・安全な処理装置を実用化するととも
に、次世代の基盤技術を確立する。【文部科学省】

○2010年度までに、化学剤を用いたテロが発生した際に早期かつ安全に情報収集を実施することを目的として、化
学剤検知器等を搭載した無人走行装置を構成するための要素技術を実現する。【経済産業省】
◇2012年度までに構成技術の実用化により、化学剤を用いたテロ等への対応能力向上に資するべく情報収集シス
テムを確立する。【経済産業省】

交通機関におけるテロ対策強化のための次世代検
査技術

○2007年度までに爆薬等の個別特定を可能とする次世代手荷物検査技術、非金属の凶器・爆発物等の検知を可
能とする次世代旅客検査技術を開発する。【国土交通省】

○2010年度までにリアルタイムコンテナ内部検査装置及び危険物判断のための画像評価技術を開発する。【国土
交通省】

○人と貨物のコンテナターミナルゲート通過の保安性の確保及び迅速性の向上のため、実証実験を通じて自動化・
共通化されたコンテナターミナルシステムを開発し、2007年度以降に順次実用化を目指す。【国土交通省】

12
不法侵入を防ぐ探知技術
開発
⑥-6

沿岸に存在する重要施設に対するテロ行為や、海
中空間での犯罪を防止するための監視技術開発

○2010年度までに、センサを組み合わせて水中空間を総合的に監視することが可能となる要素技術を開発する。
【文部科学省】
◇2012年度までに水中空間の総合監視システムを実用化する。【文部科学省】

◆2012年度までに水中空間の総合監視システムの実用化を目指
す。【文部科学省】

大規模テロ発生時の被害予測システムの開発
○2008年度までに、大規模テロ発生時において国民保護措置を的確かつ迅速に実施し、被害を軽減するための被
害予測システムを開発する。【内閣官房】

◆2008年度までに被害予測システムの実用化を目指す。【内閣官
房】

船舶のテロ等に対する脆弱性の評価技術
○2010年度までに船舶のテロ等に対する国際的な脆弱性評価技術を開発し、対策技術(国際条約に基づく基準案)
を確立する。【国土交通省】

◆2010年度までに船舶のテロ等に対する脆弱性の評価技術を開
発し、船舶のテロ等による被害の軽減を目指す。【国土交通省】

行動科学の手法による犯罪防止・捜査支援技術の
高度化

○2010年度までに犯罪者プロファイリングの精度の向上、GISを活用した犯罪情勢分析技術の高度化、犯罪・非行
経歴データベースの構築を行う。【警察庁】
◇2015年度までに犯罪者の再犯リスクアセスメント技術の開発、犯罪対策の効果分析技術の確立、犯罪者プロファ
イリング技術の標準化を行う。【警察庁】

３次元顔画像を用いた個人識別の高度化に関する
研究

○2010年度までに模擬被疑者の３次元顔画像データベース化と２次元模擬犯人顔画像によるデータベースへの検
索・照合システムモデルを構築し（照合精度90％以上）、中規模の３次元顔画像データベースを用いた犯人顔画像
の検索・照合システムモデルを構築する。【警察庁】

DNA型分析による高度プロファイリングシステムの
開発

○2010年度までにDNA型識別マーカー50％増加、20％時間短縮を達成し、犯罪者DNA型データベース収集システ
ムの研究開発により、DNAプロファイリングシステムを構築する。【警察庁】

最先端科学技術を応用した鑑定・鑑識技術の高度
化

○2010年度までに薬毒物鑑定及び微細証拠物件鑑定に開発された新技術を導入し、犯罪捜査における物質同定
法への有用性等の検証を行う。【警察庁】
◇2015年度までに現場対応型高性能質量分析装置を開発し、犯罪捜査に即応できる薬毒物迅速確認技術を実現
する。【警察庁】

違法薬物･危険物質の非開披探知装置の開発
○2010年度までに覚せい剤、麻薬等の違法薬物や爆薬等の危険物質のテラヘルツスペクトルデータを収集し、そ
の識別精度を検証する。【警察庁】
◇2015年度までに各種梱包された違法薬物･危険物質の非開被探知装置を開発する。【警察庁】

学校及び通学路における子供の安全を守る技術

○2010年度までに情報通信技術、センシング技術等を活用し、子供の位置情報や通学路等の環境情報を的確に
把握し迅速に伝達する技術や、人物を迅速に識別・認知・伝達する技術、校内へ持ち込まれる各危険物を即座に検
知・伝達する技術など、校内及び通学路における子供の安全・安心を守るための要素技術を開発する。【文部科学
省】
◇2014年度までに、通学する子供の位置確認や、不審人物の認知、各危険物の検知のための新たな技術を開発
する。【文部科学省】

◆2014年度までに、通学する子供の位置確認や、不審人物の認
知、各危険物の検知のための新たな技術開発を行い、学校及び
通学路における子供の安全に寄与する。【文部科学省】

重要な研究開発課題

テロ対策・治安対策

11

国際テロで使用される爆薬の探知および安全な処
理法、バイオテロに対応するための生物剤の検知
及び鑑定法、化学剤・生物毒素の検知法の開発

14
犯罪防止・捜査支援技術
⑥-6

◆2015年度までに、新たな犯罪防止・捜査支援・鑑定技術を開発
し、実用化して、各種犯罪対策の強化を図る。【警察庁】

コンテナ内部の全数高速検査、港湾出入国管理シ
ステムの自動化・共通化

◆2012年までに、爆弾、化学剤、生物毒素、生物剤等の各種テロ
を予防・抑止するための検知技術開発、および装置の実用化を目
指す。【警察庁、文部科学省、経済産業省、国土交通省】

有害危険物質の探知・処
理技術
⑥-6

被害軽減のための脆弱
性把握及び予測技術
⑥-6

13

8



社会基盤分野

重要な研究開発課題の概要 研究開発目標　　（○：５年後の研究開発目標、◇：最終の研究開発目標） 成果目標

15
ヒートアイランド問題の解
消
⑥-2

ヒートアイランド対策の総合的な評価手法と都市空
間形成手法

○2010年度までに、ヒートアイランド対策の一層の推進を図るべく、シミュレーション技術を駆使し、都市計画制度の
運用支援や、緑地・水面の確保、地域冷暖房、保水性舗装等の対策技術の効果的な実施のための計画手法を開
発する。【国土交通省】
◇2015年度までに、地域の特性に応じたヒートアイランド対策の総合的・計画的な実施に向けて、様々な対策技術
の評価手法や対策間の効果的な連携手法を開発する。【国土交通省】

◆2015年度までに地域の特性を考慮した総合的・計画的なヒート
アイランド対策に資する都市空間形成手法を提示する。【国土交
通省】

人口減少に対応した都市構造・建築物の再編手法

○2010年度までに人口減少が都市活動に与えるインパクトを都市・住宅マネジメントの観点から予測・評価する手
法を構築する。【国土交通省】
◇2015年度までに都市構造再編施策の立案に必要な基礎情報の整備・活用システムを開発し、人口減少に対応し
た都市構造再編手法の提案を行う。【国土交通省】

建築物の効率的・効果的な用途転換・再生・活用

○2010年度までに建築物の再配置・転用・再生・活用手法を開発し、地域全体としての群レベルでの計画が効率
的・効果的に行われるかを、定量的に評価する手法を開発する。【国土交通省】
◇2015年度までに人口の量・質および居住地の変化に対応して、地域経営の観点から、公共・公益施設のマネジメ
ントを効率的・効果的に実施する手法を開発する。【国土交通省】

郊外集合住宅地の再生手法
○2010年度までに人口減少下において空き住戸を有効活用した郊外集合住宅（マンション）の再生可能性の評価と
再生に係る法制度（区分所有法、再生事業制度）スキームを構築する。【国土交通省】
◇2015年度までに人口減少下における郊外集合住宅地の多様な再生・再編手法を構築する。【国土交通省】

歴史的文化的価値を有する高齢建造物の保全・再
生

○2010年度までに建造物の歴史的・文化的価値の計測手法およびそれらの価値を損なわないような修復技術を確
立する。【国土交通省】
◇2012年度までに歴史的・文化的価値を有する高齢建造物の保全・再生にかかわる事業の評価手法およびまちづ
くりにおける効果測定手法を開発する。【国土交通省】

○2010年度までに、農業水路等のコンクリート構造物の表層概査手法により現在の構造性能を照査する技術、補
修・補強材の耐久性能を照査する技術を開発する。【農林水産省】
◇2015年度までに、地域の農業水利システム全体の余寿命予測手法と将来の機能変化を予測する技術を開発し、
それに基づいて補修・更新時期、補修・補強すべき機能の選定法を開発する。【農林水産省】

○2010年度までに、頭首工の鋼製洪水吐ゲート、ため池の底樋管、農業用水路等について、機能回復のための低
コストな補修、補強、改修技術を開発する。【農林水産省】
◇2015年度までに、診断結果に基づき、機能低下に応じた低コストで管理省力型の長寿命化技術を選択的に組み
合わせた総合的な施設更新システムを確立する。【農林水産省】

○2010年度までに、地域特性に応じた農家、維持管理組織の負担限界と限界到達期間の予測手法を開発する。
【農林水産省】
◇2015年度までに、施設の更新・長寿命化技術及び多面的機能向上技術に対応した施設資源の新たな維持管理
システムを、地域特性に応じた多様な主体の連携により構築する手法を開発する。【農林水産省】

○2010年度までに、街区レベル及び戸建住宅にも適用可能な環境性能評価手法を開発する。【国土交通省】
◇2015年度までに、全ての住宅・建築物への普及を目指し、社会情勢の変化や技術の進展に対応した環境性能評
価手法を開発する。【国土交通省】

○2010年度までに、既存住宅ストックの断熱性能を非破壊等により評価するための技術を開発する。【国土交通
省】
◇2015年度までに、既存住宅ストックの断熱改修の普及を促進するための簡易で信頼性の高い断熱性能評価技
術を実用化する。【国土交通省】

住宅用燃料電池の導入

○2010年度までに、水素製造設備の共用化により、エネルギーロスを抑えた効率の高い集合住宅用燃料電池シス
テムを実現する。【国土交通省】
◇2015年度までに、設備の共用化による街区レベルへの導入も視野に入れた燃料電池システムを開発する。【国
土交通省】

◆2015年度までに、世界に先駆けて、定置用燃料電池を普及さ
せることにより、民生部門を中心に大幅な省エネ及びＣＯ２排出削
減を図る。【国土交通省】

次世代低公害車等の実用化
○2006年度までにバイオディーゼル専用車が安全面・環境面で満たすべき基準を明確化する。【国土交通省】
○2010年までに排出ガス性能を大幅に改善させ、二酸化炭素の排出量を低減した、大型ディーゼル車に代替し得
る次世代低公害車を開発する。【国土交通省】

◆2010年度までに次世代低公害車等を開発・実用化することによ
り、排出ガス中の有害物質や、二酸化炭素の排出量を大きく削減
する。【国土交通省】

重要な研究開発課題

都市再生・生活環境

16

17

◆2015年度までに人口減少・少子高齢化社会における持続可能
な都市・建築物の再編・再構築技術を開発する。【国土交通省】

◆2015年度までに、地域の農業水利システム全体の余寿命測定
により、手法と低コストで管理が可能な総合的な施設更新システ
ムを確立し、地域に適用する。【農林水産省】

社会変化に適応した都市
構造の再構築
⑥-2

都市や農村等の建築物・施設等の診断・維持管理・
機能向上・再生等

戸建住宅等の環境性能評価
◆2015年度までに、省エネ性能に優れ、かつ、環境負荷を最小限
に抑えた住宅・建築物を普及させることにより、民生部門における
省エネを促進し、CO2排出量を削減する。【国土交通省】

輸送機器・住宅の低コス
トな省エネルギー化
⑥-2

9



社会基盤分野

重要な研究開発課題の概要 研究開発目標　　（○：５年後の研究開発目標、◇：最終の研究開発目標） 成果目標重要な研究開発課題

18
省エネルギー型の都市の
構築
⑥-2

下水汚泥のエネルギー化、小規模地域への拡張可
能な省エネルギー技術の導入

○2010年度までに、下水汚泥の嫌気性発酵や炭化燃料化等において、効率的にエネルギーを回収するとともに、
得られたエネルギー資源を低コストで活用するための技術を開発する。また、2008年度までに、最適な熱エネル
ギー利用システムを評価するシミュレーション技術を開発し、2010年度までに下水道本管に直接ビル廃熱を廃棄す
る技術及び小規模で拡張可能な熱エネルギー利用システムのプロトタイプを開発する。【国土交通省】
◇2015年度までに、下水汚泥からの効率的なエネルギー回収技術や低コスト型のエネルギー利用技術等の実用
化・普及促進を推進するとともに、他のバイオマスを活用するなどさらなる高効率化・低コスト化等に向けた技術開
発を行う。【国土交通省】

◆2010年度までに効率的な下水汚泥エネルギー化技術を開発
し、下水処理場のエネルギー自立及びCO2の排出削減に寄与す
る。【国土交通省】
◆2030年までに、開発した熱エネルギー利用システムを主要都市
に導入・普及させ、CO2排出量を1,400万t-CO2/年削減(京都議定
書目標達成計画における民生部門目標削減量:6,100万t-CO2の
約1/4)させることで、効率的な熱利用が可能な省エネルギー型都
市構造の実現を目指す。【国土交通省】

19

資源・環境の保全を含む
地域マネジメントシステム
の開発
⑥-2

資源保全・管理に向けた農村環境計画手法の開発

○2010年度までに、特徴的な環境を有する地域を対象に複数機能を複合的に発揮させるための耕草林地等の地
域資源の評価・管理手法を開発する。また、農地・農山漁村を対象に活動するNPO法人数を現在より20％増加させ
るため、里山、棚田、伝承文化等の地域資源の維持や休耕田を活用した農村環境の管理を行う協働管理システム
のモデルを開発する。【農林水産省】
◇2015年度までに、複数の環境を内包する広域な地域を対象に、地域間の連携により、農村環境の機能を向上さ
せる地域資源の保全・管理のための土地利用計画手法を開発する。また、農山漁村で活動するNPO法人の増加に
より都市住民と農山漁村住民の協働による資源・環境管理を普及させるため、管理対象別、協働タイプ別に地域資
源・環境協働管理システムのマニュアルを策定する。【農林水産省】

◆2015年度までに都市と農山漁村の共生・対流、地域間の連携
により、農村環境の機能を向上させ、地域資源の保全・管理を図
る。【農林水産省】

非破壊検査、センサー技術等の活用による維持管
理の高度化

○2010年度までに社会資本・建築物の新たな点検・診断技術（非破壊検査技術の現場導入、センサー技術の構造
物変状管理への適用性の提案等）、劣化予測技術を開発するとともに、構造物の安全性に係る客観的な指標を用
いた健全度診断・マネジメント技術を開発する。【国土交通省】
◇2015年度までに社会資本のマネジメントにおいて重要視される「点検・診断」をセンサー導入等による効率化や非
破壊による内部診断などの採用による高度化を図るとともに、それらを適切に反映しかつ、予防保全的に施設の安
全性を向上する維持管理手法を構築する。【国土交通省】

◆2010年度までに社会資本・建築物の新たな点検・診断技術、劣
化予測技術を開発し、「点検・診断」の合理化と施設管理の安全
性向上を図る。【国土交通省】

○2010年度までに効率的な補修を実現するため、構造物の変状に応じた最適な補修工法の選定技術、および補修
補強方法を高度化（補修効果の持続性向上や補修コスト削減によるライフサイクルコストの低減）する。【国土交通
省】

○2010年度までに高強度・高機能等の革新的構造材料を活用し、耐震性と可変性が格段に高い構造システムとそ
の性能検証法・評価方法を開発するとともに、都市の既存構造物群の機能向上・再生を可能とする性能検証法・評
価方法を開発する。また2010年度までに鋼部材の疲労やコンクリート部材の塩害に対する補修・補強技術を開発す
る。【国土交通省】

○2010年度までに下水道管理の実態について全国調査を行い、効率的な維持管理の評価指標として各種データ
項目をリストアップし、要因分析を行う。また、実証的見地から、損傷・老朽化管渠の強度を破壊試験により実測し、
評価指標や非破壊試験結果から推定できるようにする。また、陥没事故のメカニズムを解明する。【国土交通省】
◇2015年度までに客観的な業務指標に基づいた下水道管路施設の効率的な維持管理手法を確立する。【国土交
通省】

○2010年度までにライフサイクルコストの縮減が期待できる短繊維混入コンクリート等の新材料の適用技術を開発
するとともに、劣化・保有性能低下予測とライフサイクルコストの観点から最適な補修の時期及び工法の選定を可
能とする技術を開発する。【国土交通省】
◇2015年度までに、構造物の要求性能を確保し、ライフサイクルコストの最適化を図ることができる技術を確立す
る。【国土交通省】

安全かつ効率的な社会資本等の再構築
○2010年度までに、既存の部位を活かし機能更新・向上を図る技術の提案、および通過交通・周辺交通を極力阻
害せずに、構造物機能更新を図るための技術の提案を行う。【国土交通省】

◆2010年度までに、交通の阻害を最小とする構造物補修・更新技
術の提案を行い、安全かつ効率的な社会資本の再構築が図れる
技術環境を整備する。【国土交通省】

ストックマネジメント

20 ◆2010年度までに、高強度鋼や短繊維混入コンクリート等の革新
的新材料活用手法を構築するとともに鋼部材の疲労やコンクリー
ト部材の塩害に対する補修・補強技術の提案を行うことなどによ
り、ライフサイクルコストの低減および長期的な構造物の安全性
の確保を図る。【国土交通省】

社会資本等の長期的な機能保持とライフサイクルコ
ストの低減

社会資本･建築物の維
持･更新の最適化
⑥-2
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社会基盤分野

重要な研究開発課題の概要 研究開発目標　　（○：５年後の研究開発目標、◇：最終の研究開発目標） 成果目標重要な研究開発課題

アスベストの安全・効率的除去
○2010年度までに、アスベスト含有建材の簡易な判別、室内空気中のアスベスト繊維濃度の簡易測定、適切かつ
安価なアスベスト除去等に関する技術を開発する。【国土交通省】

風・光・視環境などの市街地環境の測定・評価 ○2010年度までに、市街地環境性能（風・光・視環境）の測定評価手法を開発する。【国土交通省】

水と緑のネットワーク形成手法

○2010年度までに生活環境の改善効果を分かりやすく提示できる検証手法を検討し、都市における緑地等の連続
性を確保するため、屋上・壁面等特殊空間の緑化技術を開発する。【国土交通省】
◇2015年度までに、地方公共団体におけるネットワーク計画策定を推進するため、水と緑のネットワーク形成実現
のための具体的な整備技術及び効果の検証手法を開発する。【国土交通省】

景観と機能の調和 ○2010年度までに、景観に配慮した消波施設等の評価技術を開発する。【国土交通省】

景観の判断要素の抽出・評価 ○2007年度までに、道路に関する景観阻害要因の改善方策を開発する。【国土交通省】

22
省資源で廃棄物の少ない
循環型社会の構築
③-8

ゴミゼロ社会の実現を目指し、真の循環型社会構築
とリサイクル用途拡大のための研究開発等、リサイ
クル品の性能評価、建設汚泥・下水汚泥の有効利
用

○2010年度までにリサイクル用途拡大に資する技術や副産物をその資材に再生利用する技術、再リサイクル技術
などを開発するとともに、これらに該当する建設副産物関係のリサイクル技術を開発する。【国土交通省】

◆2010年度までに建設廃棄物全体の再資源化等率を91%にす
る。【国土交通省】

23
国土の保全と土砂収支
⑥-2

流砂系全体の土砂動態予測、土砂流出、ダム貯水
池における堆砂、海岸侵食及び航路・泊地における
埋没の評価ならびに必要なモニタリング技術の開発
等

○2010年度までに流砂系全体の土砂動態を予測する技術開発を行う。その上で、土砂流出による災害、ダム貯水
池における堆砂、海岸侵食、航路・泊地における埋没など各問題に対する対策技術が流砂系全体の土砂動態に及
ぼす影響を、短期的な影響から中長期の影響まで評価し、持続可能な流砂系一貫した土砂管理技術を研究する。
さらに、工事発生土や浚渫土を建設材料として有効利用するための技術を開発する。【国土交通省】
◇2015年度までに、流域系全体の土砂移動の定量的予測手法を確立する。さらに、工事発生土や浚渫土も有効利
用しながら、不必要な堆砂を減少させつつ侵食などによる国土の喪失を防ぐ土砂管理手法を開発する。【国土交通
省】

◆土砂動態を予測する技術等を2010年度までに開発し、国土の
土砂収支をバランスさせることにより、美しい山・川・海岸を保つこ
とを目指す。【国土交通省】

○2010年度までに、環境水・下水中の微量化学物質や病原微生物等について測定法を開発し、水質汚染の実態を
把握するとともに、栄養塩類の発生源から水域への到達過程を解明する。【国土交通省】
◇2015年度までに、流域における栄養塩類、微量化学物質、病原微生物の動態に関する情報収集システムとこれ
らの物質に関する流域情報データベースを構築する。【国土交通省】

○2010年度までに、海域における水・物質循環モニタリング技術や海洋環境情報の共有・利用システムを開発す
る。【国土交通省】
◇2015年度までに、水・物質循環モニタリング技術、海洋環境情報の共有・利用システムを構築する。【国土交通
省】

○2010年度までに、流域圏水環境の保全・再生シナリオの設計手法、及び施策効果の把握・説明手法を開発する。
【国土交通省】

○2010年度までに、自然生態系やそれを取り巻く環境の変動を前提とした海辺の包括的環境計画・管理手法を開
発する。【国土交通省】
◇2015年度までに、海辺の包括的環境計画・管理システムを構築する。【国土交通省】

○2010年度までに、森林から農地・都市に至る流域圏において、土壌の保水性や透水性のモデル化による流出予
測、土壌保持力モデル、土地利用変化等の影響評価モデル等を開発し、国土保全に係る各種機能の指標を開発
する。【農林水産省】
◇2015年度までに、主要な地質、土壌、気象条件下における流域において各機能ごとの指標の現地適合性を検証
し、機能の相互関係に基づき国土保全機能全体を高位に保つため、定量的な農地・森林の管理目標を設定する手
法を開発する。【農林水産省】

上流域から沿岸域までの統合的な流域圏の保全・
再生・形成シナリオの設計

◆2010年度までに、モデル流域圏で自然と共生する流域圏の多
面的機能の評価や保全・再生シナリオの設計・提示を行い、生態
系、水循環、都市のあり方などを考慮した持続型社会の実現に貢
献する。【国土交通省】

国土の管理・保全

水循環・物質循環の総合
的なマネジメント
③-11

上流域から沿岸域までの統合的な水・物質循環に
関わるデータや情報等を収集する観測システムの
構築及び情報の蓄積、統合、ならびに情報発信に
関わる情報基盤の形成

21

24

快適で安全な生活空間の
形成
⑥-2

◆2010年度までに、生活空間の質の向上に係る施策の評価技術
を開発し、快適で安全な生活空間の実現を目指す。【国土交通
省】

11



社会基盤分野

重要な研究開発課題の概要 研究開発目標　　（○：５年後の研究開発目標、◇：最終の研究開発目標） 成果目標重要な研究開発課題

○2010年度までに、農村流域の陸水・地下水系を対象に農地・水利システム等を介した水資源の動態を水質・水量
の両面から解明するとともに、水循環の健全性評価のための水利・水質モデルを構築し、循環系の保全・回復・増
進に向けた新たな資源利活用手法を開発する。【農林水産省】
◇2015年度までに、多様な流域で開発した手法の現地適合性の検証を行い、水利施設等の資源利活用手法、水
環境保全、上下流の連携を含む水循環系管理手法を開発する。【農林水産省】

○2010年度までに、栄養塩類の上流からの流出負荷量及び中下流域における栄養塩類の動態を流域レベルで評
価する手法を開発する。【農林水産省】
◇2015年度までに、地域経済を加味した栄養塩類の流出管理を目指した流域管理シナリオを策定する。【農林水産
省】

河川・沿岸域・干潟等の生態系・生物多様性の観
測・解析技術の開発

○2010年度までに河川（及びその周辺環境に展開する）生態系・生物多様性の調査・解析・評価手法を開発し、生
態系・生物多様性状況の実態調査を開始する。【国土交通省】

◆2020年までに河川（及びその周辺環境に展開する）生態系・生
物多様性状況の全国調査により実態を把握し、将来の改善目標
を提示する。【国土交通省】

河川・沿岸域・干潟等の自然環境保全・再生に向け
た生態系の多面的機能の評価と管理システムの構
築

○2010年度までに流況変動評価技術及び河川形状改善及び海辺の自然再生による河川流域から沿岸海域まで
の広域的生態系への総合的影響評価技術、保全・修復技術、管理手法を開発する。【国土交通省】
◇2015年度までに、国土全体のエコロジカルネットワーク形成に向けて、都市域、水域及び沿岸域での水と緑の
ネットワークの形成・評価技術や生態系向上のための河川、周辺湿地・干潟、沿岸域の保全・再生・創出・管理技術
を開発し、人間活動を含めた都市域、水系単位及び沿岸域での自然環境の保全・再生・創出・管理システムを構築
する。【国土交通省】

◆2015年度までに、順応的管理技術の確立により、在来種を中
心とした河川生態系の回復を図るとともに、失われた自然の水
辺・湿地・干潟の再生に貢献する。【国土交通省】

油・有害物質に対する汚染対策

○2010年度までに廃棄物海面処分場の遮水シートのモニタリング手法、健全性評価手法等の開発や検査・モニタリ
ング・修復が容易な次世代鉛直遮水工を開発する。また、2010年度までに油流出事故に対してより迅速に油回収
が行える新たな装置を開発する。さらに、沿岸域の堆積物に蓄積した有害化学物質が水中へ回帰する量を定量化
する。【国土交通省】
◇2015年度までに、沿岸環境へのリスク最小化を実現する次世代型海面処分場を提案し、人間活動と沿岸域環境
保全の両立を図る。【国土交通省】
◇2015年度までに、迅速に油回収が行える新たな装置を実用化する。また、2015年度までに堆積物中有害化学物
質の分布や水中への回帰を通して、沿岸海域での動態の予測を行う手法を開発する。【国土交通省】

◆2015年度までに廃棄物海面処分場の信頼性の向上を図るとと
もに迅速な油回収の実施等により海洋汚染の最小化を図る。
また、2015年度までに沿岸域の堆積物に蓄積した有害化学物質
が水中へ回帰する量を定量化し、底生生物や水中生物へのイン
パクトを予測する手法を開発し、底質管理を合理的に行う。【国土
交通省】

在来生物の保全と外来種の拡散抑制技術
○2010年度までに、広域スケールでの外来生物拡大・拡散システム、個体群の動態等の解明、対処技術を開発す
る。【国土交通省】

◆2015年度までに、順応的管理技術の確立により、在来種を中
心とした河川生態系の回復を図る。【国土交通省】

26
国土の将来の姿の予測・
適応
⑥-2

気候変化等を踏まえた国土の変化予測・適応策等
○2010年度までに過去の国土利用情報を系統的に捉え、気候変動や人間活動が国土利用等の変遷に及ぼした影
響を把握し、将来予測に用いるほかに、現在進められている防災対策・技術開発の前提条件が変化した場合の、
既往の取組の国土レベルでの有効性・代替案を検証するためのスキームを開発する。【国土交通省】

◆2010年度までに地球温暖化や人口減少などの想定条件が変
化したときの防災対策・国土利用の有効性を検証し、代替案の提
案に資する。【国土交通省】

◆2015年度までに、主要な流域において、国土保全機能全体を
高位に保つための定量的な農地・森林の管理目標を提示する。
特に、栄養塩類については、流出管理を目指した流域管理シナリ
オを策定する。【農林水産省】

健全な生態系の保全・再
生
③-10

25

12



社会基盤分野

重要な研究開発課題の概要 研究開発目標　　（○：５年後の研究開発目標、◇：最終の研究開発目標） 成果目標

○2010年度までに衛星航法を用いて空港への精密進入を支援する技術、衛星航法、データ通信などを用いて航空
機の精密な位置、詳細な動態情報をモニタする技術、データ通信を用いて管制や運航に係る多様な情報を空・地間
で効率的に伝送し、パイロット、管制官に効果的に提供し、共有する技術を開発する。【国土交通省】
◇2015年度までに航空機同士の位置を把握する監視機能の向上や適正な間隔維持により、更に安全な航空交通
システムを構築する。【国土交通省】

○2010年度までに交通特性に基づいて空域の管制容量値を推定し、また、この推定に基づいて最適な航空交通流
管理を行う技術、航空路の容量拡大、経済的運航に必要となる柔軟な航空路構成に対応した航空路の安全性評価
技術を開発する。【国土交通省】
◇2015年度までに４次元（位置＋時間）の交通管理等の最新の管制支援技術により、将来の高密度な航空交通に
対応し、遅延のない効率的な航空交通管理手法を開発する。【国土交通省】

○2010年度までに航空機（特に小型機）が周辺の航空機位置等を自立的かつ自動的に把握する技術を開発する。
【国土交通省】
◇2015年までに、航空安全情報、気象情報や航空機のより精密な位置情報の提供を通じて、悪天候、自然災害発
生時においても、迅速で安全な航空交通システムを開発する。【国土交通省】

○2010年度までに小型航空機の全天候・高密度運航システムを実現する低コストな国産アビオニクス（航空用電子
機器）と運航システムの技術を実証する。【文部科学省】
◇2015年度までに各機体に機能分散した運航システムの技術開発により、安全性･利便性に優れた小型航空輸送
システムを構築する。【文部科学省】

輸送機関の実現象模擬による事故原因分析・安全
対策

○2010年度までに、実現象模擬（異常波浪等の気象・海象条件下での事故発生再現)により実海域での事故再現・
原因究明技術を開発する。【国土交通省】

リスクベースによる船舶の安全評価手法・新構造基
準の確立

○2010年度までにリスクベースによる船舶の総合的な安全評価手法の開発、及びこれを活用した経年劣化防止技
術と国際的な新構造基準を確立する。【国土交通省】

オペレータの危険状態への移行の未然防止
○2010年度までに、リアルタイムにオペレータの心身状態を把握し、疲労・パニックなどの事前兆候を検出する技術
を確立するとともに、正常な運航状態からの逸脱を検出する技術を確立する。また、運行状況に応じた適切なアド
バイス・支援を可能とする技術を開発する。【国土交通省】

◆2010年度までにオペレータの危険状態への移行を未然に防止
する技術を開発し、公共交通機関におけるヒューマンエラー事故
を低減する。【国土交通省】

ヒューマンエラー抑制の観点からみた道路・沿道環
境のあり方に関する研究

○2010年度までに交通事故や運転者のヒューマンエラーの発生メカニズム、及びこれらと道路・沿道環境との関係
について実験的に検討を実施し、交通事故を抑制するような対策や基準、制度を提案する。【国土交通省】

運転者の情報処理能力に関する認知科学的研究
○2010年度までに高齢運転者等の認知能力を評価する運転適性検査機器を開発する。【警察庁】
◇2012年度までに運転に必要な認知･判断能力に基づく道路交通環境の評価システムを開発する。【警察庁】

28

重要な研究開発課題

交通・輸送システム

交通・輸送システムの安
全性・信頼性の向上
⑥-3

27

インフラ協調による安全運転支援システム

情報通信・画像処理・センサー技術等を活用した交
通管理・航行支援技術・危険検知、全天候・高密度
運航

◆2010年度から安全運転支援システムを事故多発地点を中心に
全国への展開を図る。【警察庁、国土交通省】

◆2010年度までに、衛星航法、デジタル通信等高度なＩＴ技術を活
用して、安全でより高密度な運航を可能にする航空管制技術を開
発し、航空交通事故の削減、ならびに運航の効率化（洋上では希
望経路達成率100%）を目指す。【国土交通省】

◆2012年までに、離島コミューターや災害救援機が悪天候時にお
いても運航可能なシステムを構築し、国際的に勧告されている就
航率９５%を目指す。また、航空機（特に小型機）の更なる安全運
航を可能にする。【文部科学省、国土交通省】

◆2010年度までに海難事故の再現・原因分析技術を確立すると
ともに、安全基準に反映するための安全評価手法等の必要な技
術を確立し、重大海難事故を防止し船舶の安全性向上を目指す。
【国土交通省】

◆2010年までに、心理状態、道路・沿道環境、高齢運転者の認知
能力を検出・評価することで公共交通機関や自動車の事故防止
を図る。【警察庁、国土交通省】

ヒューマンエラーによる事
故の防止
⑥-3

○2008年度までに地域交通との調和を図りつつ特定地域の公道において官民連携した安全運転支援システムの
大規模な実証実験を行い、効果的なサービス・システムのあり方について検証を行うとともに、事故削減への寄与
度について定量的な評価を行う。【警察庁、国土交通省】

13



社会基盤分野

重要な研究開発課題の概要 研究開発目標　　（○：５年後の研究開発目標、◇：最終の研究開発目標） 成果目標重要な研究開発課題

高齢者の支援を含めたＩＴＳ技術の高度化
○2007年度までに多様なITSサービスを一台の車載器で利用出来る車内環境の実現を目指した規格・仕様を策定
する。【国土交通省】

◆2007年度までに多様なITSサービスを一つの車載機で利用でき
る車内環境を実現し、移動、交通の質を向上させる。【国土交通
省】

高効率かつ安価なＬＲＴシステム（架線レスＬＲＴ）
○2007年度までに、エネルギー回生を利用したバッテリー駆動型の省エネルギーＬＲＶ車両を開発する。【国土交通
省】
○2010年度までに、低コストで、省エネルギーな新しい都市交通システムの構築を行う。【国土交通省】

◆2010年度までに初期建設コストを1割以上削減し、都市環境に
配慮した新しい交通・輸送システムの開発を目標とする。【国土交
通省】

路面凍結予測等による冬期道路管理の高度化
○2010年度までに気象データ等を用いた凍結路面発生予測技術、摩擦係数等の定量的評価による冬期路面管理
技術、吹雪対策施設の定量的評価技術及び冬期の走行環境に応じた情報提供システムを開発する。【国土交通
省】

◆2010年度までに冬期道路管理の高度化のための技術開発を
行い、積雪寒冷地における冬期道路交通の安全性・快適性の向
上を図る。【国土交通省】

近距離国際輸送戦略の研究
○2008年度までに東アジアを中心とした近距離国際貿易・物流総合分析システムを開発するとともに、ＡＩＳを活用
した海上交通における交通需要マネジメントモデルを開発する。【国土交通省】

滞留をなくすモード共通の物流情報のネットワーク
化

○電子タグを活用したコンテナ管理の実証実験を行い、2008年度以降、物流情報ネットワーク化を実現する。【国土
交通省】

モーダルシフト促進のための総合物流シミュレー
ションモデル

○2010年度までに海上物流システム最適化（モーダルシフト）の予測・評価モデルを開発する。【国土交通省】

自動化・省力化による安全で快適な物流システム
○2010年度までに少子高齢化・熟練船員不足対応の船内作業の自動化・省力化技術(運航支援統合システム)を開
発する。【国土交通省】

○2010年度までに既存の同クラスジェット機に比べ、燃費20%程度削減、直接運航費10～20%程度削減、安全性の
向上（パイロットによる評価）のための、技術開発を実施し、試作機による実証を行う。（試作機の飛行試験は2011
年を予定）【経済産業省】

○2010年度までに現状のエンジンに比べ、燃料消費率・CO2排出量10％削減、ＩＣＡＯ規制値に比べ騒音-20db、
NOx50％削減したエンジンを開発する。【経済産業省】

○2010年度までに国際競争力を高める差別化技術（低コスト複合材・空力最適化技術・騒音低減技術・空力弾性評
価技術・衝撃吸収構造技術・操縦システム技術等）を開発し、実機設計へ適用する。【文部科学省】
◇2017年度までに複合材適用率70%、現行のＩＣＡＯ規制値に比べ低騒音化-25dB（機体／エンジン統合）を可能と
する技術等の高度差別化技術を確立する。【文部科学省】

○2010年度までに現行のＩＣＡＯ規制値に比べNOx排出量 -50%、低騒音化 -20dB（機体／エンジン統合）を実現す
る先進エンジン要素技術を開発するとともに、現状のエンジンに比べCO2排出量 -10%を達成する。【文部科学省】
◇2012年度までに現行のＩＣＡＯ規制値に比べNOx排出量 -80%、低騒音化 -23dB（機体／エンジン統合）を実現す
る先進エンジン要素技術を開発するとともに、現状のエンジンに比べCO2排出量 -15%を達成する。【文部科学省】

静粛超音速研究機の研究開発
○2010年度までに超音速機のソニックブームを半減する機体設計技術等を開発する。【文部科学省】
◇2012年度までに超音速機のソニックブームを半減する機体設計技術等を実証し、超音速機開発における世界的
な優位技術を獲得する。【文部科学省】

超音速輸送機実用化開発調査
○2010年度までに、経済性、環境性等を考慮した構造技術等について試験部材レベルでの基本技術を確立する。
また、日仏共同研究を推進する。【経済産業省】
◇2020年度頃までに超音速輸送機を実用化する。【経済産業省】

32

29

30

31

超音速航空機技術
⑥-3
④-20

地域における移動しやす
い交通システムの構築
⑥-3

◆2010年度までに高度なＩＴ技術を活用し港湾物流の迅速化を図
るとともに、船舶運航の自動化・省力化技術の開発により、国際
競争力の高い交通・輸送システムを実現する。【国土交通省】

陸･海･空の物流のシーム
レス化
⑥-3

◆日本が主体となった初の民間ジェット機・ジェットエンジンの開
発を実現し、市場投入を目指す。（機体については2012年まで、エ
ンジンについては2014年までの市場投入を目標とする。）【文部科
学省、経済産業省】

小型航空機・エンジンの研究開発、および航空機・
エンジンの高性能化・差別化技術の研究開発

航空機・エンジンの全機
インテグレーション技術
⑥-3
④-20

◆2012年度までに欧米への飛行時間を半減させる超音速旅客機
開発のための優位技術の獲得を図り、超音速旅客機国際共同開
発開始時に我が国の主体的参加を可能とする。【文部科学省、経
済産業省】
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社会基盤分野

重要な研究開発課題の概要 研究開発目標　　（○：５年後の研究開発目標、◇：最終の研究開発目標） 成果目標重要な研究開発課題

回転翼機技術の研究開発

○2010年度までに回転翼機の利用拡大のための要素技術となる低騒音化技術、全天候飛行技術などを開発す
る。【文部科学省】
◇2012年度までに現行技術に比べ低騒音化-10dBを可能とする技術を開発するなど救急医療、消防・救難、近距
離航空輸送等への回転翼機の利用を拡大するための技術を確立する。【文部科学省】

将来の近距離型航空機の研究
○2010年度までにＶ／ＳＴＯＬ機の要素技術（リフトファン、姿勢制御等）を開発する。【文部科学省】
◇2020年度までに将来の近距離型航空機に関する日本独自の先進技術（新形態VTOL機技術等）を開発する。【文
部科学省】

次世代航空機用構造部材創製・加工技術開発
○2007年度までに炭素繊維複合材料の非加熱成形技術・健全性診断技術について試験部材レベルでの基本技術
を確立する。【経済産業省】

航空機用先進システム基盤技術開発
○2007年度までに耐故障飛行制御システム、電子制御アクチュエータシステム等の航空機装備品技術を確立す
る。【経済産業省】

防衛庁機の消防飛行艇等への転用の検討
○2010年度までに防衛庁機の消防飛行艇等への転用のための取水・放水装置等の技術を確立する。【経済産業
省】

船舶エンジンの排出ガス規制対策技術
○2010年度までに、船舶の排出ガス国際規制の見直し（強化）に対応したＮＯｘ、ＰＭ計測技術等を確立する。【国土
交通省】

船舶からの油・有害物質の排出・流出防止技術
○2010年度までに油・有害物資の排出・流出による海洋汚染防止対策技術(流出拡散モニタリング、環境リスク評
価等)を開発する。【国土交通省】

船舶における有害物質のリスト作成手法の開発
○2010年度までに、シップリサイクルに起因する環境汚染の防止等のために、インベントリ（船上の潜在的有害物
質に関するリスト）作成手法の開発等を行う。【国土交通省】

船舶による海洋生態系への悪影響防止技術(バラス
ト水対策)

○2010年度までに船舶のバラスト水の国際規制に対応した処理装置の性能評価手法を確立する。【国土交通省】

36
高度環境適合航空機技
術
③-12

旅客機への燃料電池技術転用を目指した推進系燃
料電池システムの研究開発

○2010年度までに推進系脱化石燃料化の要素技術を確立する。【文部科学省】
◇2020年度までに燃料電池を用いた小型航空機の脱化石燃料化技術を開発し、航空機による環境負荷低減技術
を実証する。【文部科学省】

◆2020年度までに脱化石燃料小型航空機を実現することにより、
地球温暖化、大気汚染の進行の抑制に貢献する。【文部科学省】

33

34

35

◆2020年度までに、開発した複合材料、システム等の航空機関
係要素技術を次世代主要機材に適用し、当該分野における我が
国の強みを保持・強化するとともに、防衛庁機民間転用による効
率的な民間機開発等を実施し、我が国航空機産業の地位向上を
図る。【経済産業省】

航空機関連先進要素技
術
⑥-3
④-20

◆2020年度までに将来の近距離型航空機に関する日本独自の
先進技術を開発し、産業競争力を強化する。【文部科学省】

◆2010年度までに船舶からの油・有害物質等の排出を低減する
技術開発等を行い、環境への影響低減に貢献する。【国土交通
省】

船舶による大気汚染・海
洋汚染の防止
③-12

近距離型航空機技術
⑥-3
④-20
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社会基盤分野

重要な研究開発課題の概要 研究開発目標　　（○：５年後の研究開発目標、◇：最終の研究開発目標） 成果目標

37
ユニバーサルデザインの
推進・普及
⑤-8

年齢・性別・言語に関係なく共同して働け、家族みん
なが安心して暮らせるためにユニバーサルデザイン
を評価・活用する技術等

○2010年度までにユニバーサルデザインの評価・指標化を確立する。【経済産業省】

◆2015年までに工場・プラントやオフィスにおける設備・機器に関
するユニバーサルデザインの評価法を確立し、“６０～６４歳の労
働力率”を2030年に６５％とする（「日本２１世紀ビジョン」。2005年
現在５４％程度）ことに寄与する。【経済産業省】

８０歳でも元気に自立して暮らせるための身体機
能・認知力の低下を抑制する技術、健やかに成長し
心身共に健康な日々をおくれるための身体機能・認
知力を発達・維持・向上させる技術、家族みんなが
安心して暮らせるために高齢者・乳幼児の日常生
活の見守る技術等

○2010年度までに日常生活に必要な身体機能などの調査・定量化を行う。【経済産業省】
◇2015年までに、８０歳でも元気に自立して暮らせるための身体機能・認知力の低下を抑制する技術、健やかに成
長し心身共に健康な日々をおくれるための身体機能・認知力を発達・維持・向上させる技術、家族みんなが安心し
て暮らせるために高齢者・乳幼児の日常生活の見守る技術を開発する。【経済産業省】

◆2015年までに身体機能・認知力の低下抑制又は維持・向上技
術や、高齢者や乳幼児の日常生活の見守り技術等を開発し、“健
康寿命”を2030年に８０歳とする（「日本２１世紀ビジョン」。男女の
平均値：日本は現在７５歳（世界保健機関））ことに寄与する。【経
済産業省】

住宅・建築物の事故リスクと安全性の総合的評価
手法

○2008年度までに防犯性の高い建築物及び地域づくりに対する評価手法を開発するとともに、事故情報を含む安
全・安心データベースの構築とユニバーサルデザインによる総合的な安全・安心性能を備えた建築物・地域づくりの
計画・設計指針を策定する。【国土交通省】

◆2008年度までに安全性の高い建築物・地域作りの指針を策定
する。【国土交通省】

ＩＣタグ等により場所を認識し、身体的状況、年齢、
国籍等を問わず、「いつでも、どこでも、だれでも」
が、シームレスな移動に必要な情報を入手可能なシ
ステム（ユビキタスネットワーク技術の活用）

○2010年度までに、ユビキタス・ネットワーク技術を活用し、身体的状況、年齢、使用言語等を問わず、「いつでも、
どこでも、だれでも」が、「移動経路」、「交通手段」等シームレスな移動に必要な情報を入手することを可能にする自
律移動支援システムを確立する。【国土交通省】
◇「位置情報」、「地理情報」、「移動経路」、「交通手段」、「目的地」等、安全かつ快適な暮らしに必要となる情報を
「いつでも、どこでも、だれでも」が利用できる、新たな社会基盤としての「ユビキタス場所情報システム（場所に取り
付けたＩＣタグ等により情報を入手する汎用システム）」について、およそ１０年以内の普及を図る。【国土交通省】

鉄道等高速移動体における高速大容量通信技術
○2010年度までに高速移動体における高速大容量（１Ｍｂｐｓ以上）通信を可能とする技術を開発する。【国土交通
省】
◇2020年度までに利用者が必要な情報を必要な時に取得できるシステムの構築を行う。【国土交通省】

農山漁村の集落機能の再生と生活環境基盤の整
備手法の開発

○2010年度までに、中山間地域の高齢化等に対応した生活道や通作道等のバリアフリー化の要件を解明するとと
もに、市町村の広域合併に対応して合併前町村等を範域とした農村コミュニティの再編要件を解明する。【農林水産
省】
◇2015年度までに、中山間地域の高齢化や過疎化等に対応し、生活基盤・生産基盤等を広域連携で整備するため
の計画手法を開発し、地域の自治組織の適切な設置による地域マネジメント機能の形成条件を解明する。【農林水
産省】

農山漁村空間が持つ快適性の向上技術の開発

○2010年までに、農地・森林・水域・集落などを含めた農山漁村空間のレクリエーション利用実態を、特に空間利用
と生物利用の両面から解析し、それらの利用効果を高めている要因を解明する。【農林水産省】
◇2015年までに、それらの利用を向上させるため、農山漁村の空間管理の包括的土地利用計画手法等を開発す
る。【農林水産省】

農林水産技術の活用によるセラピー・教育効果の
利用技術の開発

○2010年までに、森林や農地等の利活用によるストレス軽減や活力向上などのセラピー効果を、新産業創出等の
経済効果にも着目しつつ定量化する手法を開発する。【農林水産省】
◇2015年までに、それらの作用に効果的な森林の管理・整備技術、園芸福祉を通した世代間交流や地域コミュニ
ティー形成手法を開発する。【農林水産省】

◆2015年度までに、農山漁村の集落機能の再生と生活環境基盤
の整備手法の開発により、都市と農山漁村の共生・対流を通じた
地域マネジメントシステムの構築を図るとともに、農山漁村空間が
持つ快適性の向上技術、農林水産技術の活用によるセラピー・教
育効果の利用技術の開発により、農林水産業の持つ保健休養機
能ややすらぎ機能等の利用を図る。【農林水産省】

40

重要な研究開発課題

ユニバーサルデザイン

38

39

あらゆる場所で、あらゆる
人の多様な活動を支援す
る基盤づくり
⑤-8

◆2020年度までに安全かつ快適な暮らしに必要となる情報を「い
つでも、どこでも、だれでも」が入手することができるユビキタスな
環境を備えたユニバーサル社会を構築する。【国土交通省】

多面的機能を考慮した農
山漁村における生活基盤
の整備手法の開発
⑤-8

誰もが元気に安心して暮
らせる社会の実現
⑤-8
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１．１．減災対策により減災対策により
世界一安全な国・日本を実現世界一安全な国・日本を実現

２．２．社会基盤の機能を適切に保持･再生し社会基盤の機能を適切に保持･再生し
緊急課題に対応した社会を形成緊急課題に対応した社会を形成

○減災を目指した国土の監視・管理技術

高機能高精度地震観測技術

『海洋地球観測探査システム』
（うち災害監視衛星利用技術）★

効果早期発現減災技術

国土保全総合管理技術

社会科学融合減災技術

○現場活動を支援し人命救助や被害拡大を
阻止する新技術

災害現場救援力増強技術

有害危険物現場検知技術

社会防犯力増強技術

○大更新時代・少子高齢化社会に対応した社
会資本・都市の再生技術

社会資本管理革新技術

都市環境再生技術

○新たな社会に適応する交通・輸送システム新
技術

交通・輸送予防安全新技術

新需要対応航空機国産技術

別紙Ⅶ－３ 戦略重点科学技術の体系
★国家基幹技術




